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の基礎構造に関する調査 (6本全国・社会団体)J (Cross-national Survey on 
Civil Society Organizations and Interest Groups in Japan， 2nd Uapan， Nation-
まえがき 5 
wide， Social Association Study] Ill;H~~ ]-]IGS2) の研究書である。ここで，日本
全国・社会i主体， 2nd，略称、]-]IGS2となるのは， 1997年に最初の「団体の基






















mon Democracy， Pempel ed. 1990)とさえ呼ばれてきた。ある意味で日本の政
治と市民社会は，見る方向によって極端な光と影が交互にコントラストを呈
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しているぐSchwartz2003: 23) 20 
( 1 ) 辻中は日本における市民社会概念の問題性について何度か論じてきたc
Tsujinaka (2009)，辻中 (2002a，2002b)。またより体系的な検討として山口
(2004) ，千葉 (2002) を参照。












いる NPO(Non Profit organization，非営利組織)が存在し，家族などの親密







































かった。このような研究上の空白を埋めようとするのが， ]IGS (Japan Inter-






( 4) ]IGS (Japan Interest Group Study)という研究プロジェクトは日米独韓に
おける地球環境政策ネットワークの比較政治学的実証分析 (GlobalEnviron-










( 5 ) 表1-1には 市民社会組織に対して地方政府の側がいかなる認識をも
18 
表 1-1 日本における f市民社会j関連調査 (JIGS2)の概要
i玄分
社会団体調査 自治会調査 NPO調査 市区IHr;j::J調査
りIGS2) りIGS2-NHA) りIGS2-NPO) りIGS2-LG)
調査期1]
2006.12~ 2006.8- 2006.12- 2007.8~2007.12 
2007.3 2007.2 2007.3 
1]:集団数 (a) 91，101 (2) 296，770 (1) 23，403 (3). (4) 1，827 (5) 
調査対象地域 日本全国 日本全i主i 1:1本全匡i 日本全|翠
調査方法(配布団1Y) 郵便 郵便 郵便 郵便
調査票配布数 (b) 91，101 33，438 23，403 7，308 (6) 








調査内容 他団体との関係，組織の課題 意見，行政の ス，各種13:1体との関係，
政策評価， リーダーの特搬など 政策形成過程， 自if:iイ三
運営への意見など
(1 )総務省自治行政局行政務!:1也f去による団体の認可事務の状況等に関する調査結栄， 200351ミ7)'1 
(2) NTl、番号情報(株)iタウンページ， htp:グitp.ne.jp/servlet/jp.ne.itp.sear.SCMSVTop，2005年12月H寺点
(3) (4)内凶府および各都道府県のホームページから NPO法人数をカウントした (2006年lPl~ 5月)













る。この調査の報告書として，辻 I~:J・伊藤編 (2009) および辻中・伊藤編 (2010)
が刊行されている。また，コードブックとして辻中編 (2009b)が刊行されて
いる。
( 6 ) 社会団体調査の実施プロセスについての詳細は，巻末の付録lを参照の
こと。





















































































( 9) I!Ji寸編 (2009)がそのヒントを与えてくれる。
(10) 利益集団，ロビー，ロピイスト，圧力i主体など用語の定義や差異につい



























2. 2. JIGS 1かう JIGS2へ
我々の研究チームは， 1997年春(橋本龍太郎内閣期)に ]IGS調査と称する




ある (Tsujinaka2009;辻liコ2002b)。先のデータベースでは，市民社会 (2451)， 
ソーシャル・キャピタル (366)，NGO (255) を数えている。
(13) この当事者と観察者の視点の違いは制度論やゲーム論でも関心をもたれ
ている。盛山 (1995:第7章)， ?可野(2009)参照。周知のように InterestGroup 



























ているJ(森 2003: 103， 111)。




(14) 研究成果としては，辻中編(1999a)，辻中編 (2002)，Tsujinaka (2003)， 



















































表1 2 レベル男Ij毘体分類と活動範囲(単位:%) 
団体分類 N % I rl1l!]村都道府県広域i留 日本全国 世界 N 
農林水産業 2，777 17.6 61.7 26.2 3.9 7.4 0.8 2，766 
経済業界 4，000 25.3 48.9 32.8 6.4 9.9 2.0 3，990 
労働 1，184 7.5 38.0 31.9 11.1 17.1 1.8 1，76 
教育 570 3.6 25.0 44.5 3.2 21.3 6.2 569 
行政関係 845 5.4 44.7 37.6 5.8 10.5 1.4 842 
福祉 1，175 7.4 54.9 28.3 2.6 9.4 4.8 1，173 
専門家 857 5.4 36.1 41.4 6.7 12.3 3.6 856 
政治 337 2.1 51.6 32.5 1.5 1.6 2.7 335 
ili民 704 4.5 52.7 24.9 5.4 9.5 7.4 702 
学術文化 592 3.8 22.6 21.9 3.9 35.8 15.8 589 
趣味スポーツ 460 2.9 25.7 38.9 7.4 19.3 8.7 460 
宗教 136 0.9 27.4 17.8 13.3 17.0 24.4 135 
その他 1，985 12.6 45.4 27.0 5.9 11.9 9.9 1，946 
不lij (無記入など) 169 1.0 




など治宝ある (辻iヰJ1988 : 41)。
(17) i芸家間比較については， ]IGSlについては，辻iや豊編 (2002: 11章 ~13
























































































































































































































































































































































































































????。 。? 。 。。 。 【。 ?? ?。。 ?。 ??? ? ?
一場一婦人会・青年間合計 四込_..PTA -ー溺_.農林水産団体































( 8 ) 辻中 (2009: 19)に f朝日新聞』で、の市民社会・利益団体・政治関連用
語の使月3頻度をまとめておいたが， NPO， NGO，市民i主体の報道量はいわゆ


























李・廉 (1998)，辻仁|コ・雀 (2002a)，辻中・廉編 (2004)，辻 I~::Iほか (2007)
などにおいて繰り返し取り組んできたテーマである。
(11) このような疑問に対して，組織生態学的な分析により団体の消長を捉え
る方法もある (Grayand Lowery 2000; Nownes and Lipinski 2005など)。
(12) すでに辻中ほか (2007)や辻中・森 (2009)で分析を行っているが，改
めて，結果を提示する。
40 
































































第2主 日本における団体の形成と存立 41 
は自治会数に大きな影響を与えるには至っていない。レスター・サラモン
(Lester Salamon) らは，各国の市民社会組織が1980年代後半から噴出するこ













]IGSl ]IGS2 ]IGSl ]IGS2 
]945年一 52.1 52.0 192 143 
その時期のi主体だけが大きな影響力 1946 -55~q". 54.3 54.7 278 327 
をもっているということはないよう
1956-65年 44.3 56.1 219 285 
1966-75年 47.1 45.9 242 289 
である。 ]IGS1では1946-55年まで， ]976-85:'tf:- 42.7 42.9 164 238 
]IGS2では1956-65年までに設立し
]986-95年 50.5 45.9 208 239 
1996年一 50.0 48.8 6 200 
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表2-2 団体分類別にみる設立年分脊 (10年単f立で集計) (単位:%) 
団体分類
1946- 1956- 1966- 1976- 1986- 1996-
-1945 1955 1965 1975 1985 1995 . 2007 N 
農林水産業 6.4 31.3 13.6 15.0 8.5 9.8 15.3 2，695 
経済業界 3.6 19.8 29.0 19.9 13.0 8.2 6.5 3，948 
労働 3.5 27.0 19.1 16.3 8.3 17.0 8.7 1，150 
教育 8.4 27.4 14.8 16.5 10.5 10.7 11.7 562 
行政!美!係 2.9 21.2 15.0 17.4 17.2 17.7 8.7 832 
子高十1: 3.9 12.9 13.1 15.9 13.5 15.3 25.3 1，152 
専門家 6.6 29.0 11.6 15.3 13.1 10.8 13.5 830 
政治 4.2 8.5 8.8 7.3 12.7 24.5 33.9 330 
市J~ミ 3.2 9.8 12.7 11.8 9.9 15.0 37.6 694 
学術文化 12.2 14.7 13.5 12.3 13.9 19.9 13.5 584 
j題i床・スポー ツ 9.1 21.5 13.3 14.6 12.6 14.2 14.6 451 
，ノ刀士jτ夕イλ 33.8 20.3 12.0 9.0 14.3 6.8 3.8 133 


























































































農林水産業 31.4 23.4 10.0 0.6 0.2 0.3 
経済業界 27.0 14.3 12.8 0.7 0.0 0.2 
労{動 20.5 2.7 17.3 0.3 0.1 0.1 
教育 30.3 18.5 9.6 2.1 0.4 0.8 
行政関係 43.6 33.0 10.9 3.0 0.3 0.3 
福祉 42.3 28.5 13.3 1.7 0.3 0.4 
専門家 14.8 3.9 10.4 0.6 0.0 0.0 
政治 12.1 0.6 11.1 。。 0.0 0.3 
市民 26.0 10.2 15.7 1.2 0.8 0.5 
学術文化 23.6 11.9 8.0 4.0 0.5 0.7 
趣味スポーツ 20.3 11.8 8.3 1.4 0.0 0.2 
宗教 8.4 0.8 6.9 0.0 0.8 0.0 
その他 28.1 12.5 14.7 1.5 0.4 0.3 


















































































表2-4 団体分類男IJにみる収入の内訳(平均値) (単位:%) れていること
!宝イ本分類 入会費収入手数料有ilDj)金争点助金 その他 N 
を反映しての
農林水産業 23.5 46.6 3.3 11.0 1.2 11.3 1，438 結果だと考え
経済業界 38.6 30.6 2.5 18.9 1.1 6.8 2，611 られる。
労働 72.8 8.7 0.8 2.6 2.6 9.9 550 
最後に，民教育 46.8 22.9 2.8 1.4 4.5 9.5 341 
行政i掲係 34.5 28.4 10.0 12.0 2.2 11.0 482 間からの募金
福祉 27.2 28.7 10.7 16.8 6.8 11.8 732 
や補助金は全専門家 49.5 27.9 6.1 3.8 1.0 9.0 498 
政治 40.5 12.2 0.3 1.3 12.5 29.3 174 体の平均値で
T!i民 41.8 21.8 8.5 9.6 9.1 9.3 480 
学術文化 40困9 26.7 5.4 6.6 5.3 13.2 391 3.1%であり，
趣味スポーツ 39.3 27.4 7.9 9.0 4.4 10.6 310 多くの団体分
宗教 25.4 26.2 0.0 0.0 7.2 33.8 69 
類でわずかなその他 47.2 25.9 4.3 6.4 3.9 10.2 1，106 
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民法34条に定められた公益法人制度は，政府による市民社会の規制，制限
































関 2-6 制度からみた日本の市民社会の団体地国 (2004，. 08) でのJIGS2の毘体分布































I I I学校法人(7，825) I I ~財団法人 (12 ，321)
I I I[2006Jβ~ I I ~ [2006J沙14)
i j i l ij社団法人 (12，572)~ I I社会福祉法人 (18，258)I 1 1[2006]ρ，203) 
I I[2005Jβ8ηI I 














































[2007Jρ6の I 67) I 22) 
|制船 ω11倣湖周遊卦 106) n 
l 伽ゴ縦貫道オ 9ω 1I間組合他 I 







































































農林水産業 72.8 72.8 75.1 
経済業界 74.3 74.6 72.9 
労働 35.9 36.5 34.8 
教育 50.5 49.6 60.9 
行政関係 65.8 66.6 53.7 
福祉 72.1 69.4 80.7 
専門家 65.7 67.6 58.6 
政治 6.8 8.6 2.0 
市民 44.5 33.9 65.3 
学術文化 65.1 64.7 70.0 
趣味スポーツ 41.7 38.5 62.9 
宗教 81.2 80.8 80.0 
その地 51.1 49.7 63.5 
全体 62.2 62.1 64.6 
N 
全体 ~1996年 1997:tj三~
2，657 2，230 358 
3，930 3，647 236 
1，139 1，020 92 
560 490 64 
833 767 54 
1，170 872 275 
840 716 99 
325 220 99 
695 446 239 
591 513 70 
458 387 62 
133 125 5 
1，941 1，677 222 
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農林水産業 48.0 11.8 1.3 6.0 0.3 0.0 26.8 16.9 2，777 
経済業界 61.6 12.7 3.1 14.2 0.1 0.0 15.7 13.6 4，000 
労働 27.3 31.1 3.0 4.3 0.0 0.0 21.5 24.7 1，184 
教育 10.0 19.6 10.5 9.3 0.0 0.2 20.7 42.5 570 
行政関係 19.9 7.7 4.3 11.1 0.2 0.0 24.6 33.4 845 
福祉 6.5 4.0 3.6 5.9 0.2 0.2 27.9 52.9 1，175 
専門家 26.4 29.5 2.9 64.1 0.6 0.0 5.0 11.0 857 
政治 2.1 3.0 2.1 3.9 2.7 0.3 19.0 73.6 337 
iti民 1.6 0.4 1.1 1.6 1.7 0.1 18.2 79.3 704 
学術文化 9.1 7.8 1.9 12.2 0.0 0.0 17.4 52.9 592 
趣味スポーツ 3.9 1.7 1.5 12.4 0.0 0.0 20.4 64.6 460 
g川、Jづc<r人 2.9 3.7 0.7 5.9 0.0 51.5 5.1 47.1 136 
その他 16.0 9.0 4.1 10.1 0.9 0.0 32.3 35.9 1，985 
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表2-7 団体分類別にみる職業・学歴構成(割合の平均値) (単位:%) 
i主体分類 農業経営者常勤専門退職主婦学生その他 N 学歴 N 
農林水産業 64.9 15.3 6.7 1.5 5.7 1.0 0.1 4.5 2，355 20.0 1，859 
経済業界 0.8 87.9 3.9 3.5 0.4 0.3 0.1 2.9 3，635 40.6 2，827 
労働 0.8 11.0 61.5 14.6 3.6 0.9 0.0 7.3 1，034 33.9 979 
教育 1.9 14.6 11.4 39.6 8.6 9.0 8.0 6.5 421 67.7 404 
行政関係 5.7 50.9 14.6 7.8 7.1 3.0 0.6 10.1 569 42.4 379 
福祉 5.9 17.1 18.4 12.5 21.9 14.3 1.0 8.4 734 34.9 658 
専門家 0.4 27.6 6.5 60.7 1.9 0.5 0.1 2.2 744 65.0 726 
政治 10.9 16.9 23.4 7.7 18.3 16.1 0.8 5.7 267 33.3 250 
ili民 4.4 23.3 18.4 6.9 19.4 19.5 2.8 5.1 551 40.6 517 
学術文化 1.0 1.6 14.5 38.8 10.4 10.9 6.0 6.4 402 70.8 414 
趣味スポーツ 4.0 ]2.4 26.] 7.4 15.5 11.0 15.7 7.6 327 39.9 315 
宗教 7.4 11.3 19.0 6.3 21.0 26.7 4.2 3.4 89 30.4 99 
その他 3.6 50.9 12.6 8.5 10.4 5.7 1.0 7.0 1，513 42.0 1，282 






















































































フォーマル性 リーダーシップ 運営への参加 透明性
規定専門化創設者率先垂範全員話し合い会員浸透情報共有 N 
農林水産業 91.1 53.5 28.6 59.1 64.4 46.8 54.7 46.4 2，558 
経済業界 90.6 45.8 25.3 56.2 62.2 44.7 49.8 48.8 3，844 
労働 94.3 39.7 24.7 64.3 76.6 67.1 51.3 53.1 1，140 
教育 91.2 46.9 52.7 68.0 53.4 51.3 58.4 58.6 524 
行政関係 92.5 50.5 29.5 55に.5 51.2 33.9 51.1 47.5 771 
福祉 91.2 46.3 39.8 59.1 49.7 45.3 48.9 47.1 1，094 
車分類 専門家 90.6 73.0 29.7 64.8 66.4 53.2 60.9 64.8 820 
政治 71.3 23.3 47.4 60.2 49.0 53.1 55.9 43.0 314 
il民 84.1 33.7 44.6 68.0 59.8 60.2 53.7 53.4 666 
学術文化 92.2 .63.4 47.0 68.9 60.3 53.3 58.7 61.3 549 
趣味スポーツ 90.9 56.0 32.8 67.8 55.2 51.5 56.2 58.6 427 
宗教 81.3 39.5 75.0 70.5 44.7 51.6 62.9 55.2 123 
そのイ也 90.1 38.1 35.3 60.2 62.6 47.4 55.9 54.3 1，827 
全体 90.4 47.4 32.5 60.5 61.4 48.9 53.4 51.3 14，657 
0人 92.2 63.1 55.4 37.3 62.1 48.6 56.2 51.6 472 
100人未満 84.9 65.1 42.6 35.6 62.0 53.2 59.0 56.9 3，592 
{間 100-499人 90.6 62.6 46.8 30.5 61.7 51.1 51.7 51.9 3，055 
会員数 問一蜘人
93.4 59.8 48.9 28.1 62.9 49.2 48.2 47.2 1，119 
1，000-4，999人 94.1 55.3 50.7 31.5 60.6 44.8 47.0 43.5 1，576 
5，000-9，999人 94.1 56.2 50.6 32‘7 58.4 39.9 50.1 49.0 353 
1万人以上 94.6 47.9 44.0 37.8 60.5 41.3 48.7 43.7 613 
























































































































































































































































































































































































































































































































































Small) にまとめた (Pekkanen2006=2008 :第 2章)，。ただし，彼の市民社
( 1 ) I狭い地域における活動Jとは，市[lfJ村・都道府県レベルを地理的な活




















































( 4 ) 竹中 (2009)では，衆議院選挙における比例代表11ブロックごとにJIGS2
調査データを分析し 首都・東京の位置を探っている。





て調査し把握するという点で、ある(辻中・ペッカネン・山本 2009: 24 -25， 





てで完了している(辻中編 1999a，1999b， 2001a， 2001b， 2007a， 2007b， 2008a， 
2008b， 2009b;コンドウ・辻中編 2007)。日本以外のモノグラフとしては，








































































































































第 3I在 日本の団体分布とリソース 71 
ある。サラモンらの調査においても，アメリカやドイツより「業界・職業団


































国の団体が保有するリソースの分布を示した。各カテゴリの IIJ~ は， ]IGSl調










を占めていることがわかるム規模の小さい団体をみると， 100人未満 (11~ 
49人J+ 150~99人J) の割合は，日本 II:では18.2% となっており，韓国立の
20.6%とi司水準で、ある。他国では， ドイツ立で52.8%と多くなっているもの
の，概ね20---30%である。その中で， 7メリカで、は会員100人未満が9.6%と，
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(12) *J章でみた事業所統計による比較では， 2006年において， 10万人あたり，
日本で、は181人が団体で、働いている。アメリカは331名，韓国は117名であり，
日本はちょうど中間あたりである。

































ターである。 個人会員数をみると，日本では 1~499人 (11









表3-2 団体大類型別にみたリソース(日本立，韓国立電アメリカ， ドイツ JI)
(単位:%) 
①営利セクター ②非営利セクタ ①il民セクター
日本韓国アメ ドイ 日本韓国アメ ドイ 日本韓!翠アメ 1，"イ
li E E リカツ E 立 E リカツ E 日 召 リカツ E
N 704 30 164 16 425 62 230 120 427 112 140 132 
1W，@答 43.2 46.3 25.0 32.9 35.2 6.7 21.1 26.4 6.1 
0人 8.8 36.7 7.3 4.9 32.3 9.1 6.8 26.8 10.7 0.8 
1 ~49人 12.6 13.3 5.5 31.3 11.8 16.1 7.0 65.8 8.7 13.4 4.3 15.9 
個人会員数 50~99 人 8.8 10.0 3.0 6.6 3.0 8.3 4.7 2.7 4.3 19.7 100~499人 13.1 16.7 9.8 6.3 16.9 14.5 12.2 13.3 15.5 28.6 8.6 32.6 
500~999人 3.6 16.7 4.3 5.4 3.2 3.5 0.8 7.7 7.1 6.4 10.6 
1 ，000~4，999人 6.7 9.1 25.0 11.8 1.3 10.0 2.5 21.8 12.5 13.6 7.6 
5，000~ 19，999人 2.0 3.3 1.8 12.5 5.9 16.1 10.0 0.8 9.1 4.5 9.3 4.5 
20，000~99，999人 1.0 1.8 2.8 3.2 5.7 1.7 3.7 1.8 8.6 1.5 
10万人~ 0.3 3.3 11.0 2.8 3.2 4.3 0.9 2.7 7.9 0.8 
?!l.f，由答 41.1 21.3 81.3 48.5 39.6 77.5 40.5 47.9 78.8 
01主{本 1.6 .70.0 3.7 3.5 80.6 8.7 7.5 7.0 81.3 10.0 6.1 ・，......._....
1 ~ 91主体 8.1 3.7 7.8 4.8 5.2 9.2 6.3 5.4 1.4 8.3 
思金員数 1 い
8.0 4.9 6.3 4.2 4.8 4.8 6.6 3.6 2.9 0.8 
20~291主体 5.1 3.7 3.3 4.8 3.5 5.9 0.9 2.1 0.8 
30~49r主体 9.2 3.3 7.9 6.6 1.6 5.7 1.7 8.9 0.9 5.0 0.0 
50~99!主体 9.5 13.3 5.5 7.5 9.6 2.5 6.6 3.6 9.3 1.5 
100~249出{本 9.2 14.0 6.3 9.2 1.6 7.0 0.8 7.5 2.7 5.7 3.0 
2501:JH本~ 8.2 13.3 35.4 6.3 9.4 1.6 16.1 0.8 10.8 1.8 15.7 0.8 
~gf;@答 4.3 0.0 14.0 6.3 7.3 9.1 3.3 10.8 6.4 7.6 
0人 3.1 23.3 1.2 12.5 5.6 9.7 3.5 38.3 6.1 14.3 5.7 62.9 “ーー “‘ー‘『号司、司陸、』ー司ト唱ー可也、，咽也、...._.・ 色.- _...恒 _.ー・， ・b・ー 四日亭骨 骨・ _..‘ 
勤チ I 人 15.9 10.0 3.0 12.5 9.6 14.5 7.4 25.0 19.9 10.7 7.9 6.8 
2人 19.0 10.0 9.8 12.5 14.8 8.1 8.3 10.0 16.9 11.6 7.9 9.8 
73，4入 21.4 10.0 12.8 12.5 21.2 8.1 13.5 12.5 17.1 16.1 10.0 8.3 
ッ 5~9 人 18.8 23.3 20.1 18.8 16.7 9.7 13.0 5.8 15.0 14.3 19.3 3.0 
フ1O~29人 11.9 10.0 18.3 18.8 17.6 27.4 19.6 4.2 10.5 17.9 20.7 1.5 数 30~49人 3.0 3.3 4.3 6.3 3.5 12.9 7.8 0.8 1.9 3.6 5.7 
50~99人 1.0 6.7 6.1 1.9 4.8 7.4 1.4 2.7 5.0 
100人~ 1.6 3.3 10.4 1.6 4.8 10.4 0.5 8.9 1.4 
青島回答 38.2 19.5 31.3 39.5 20.0 47.5 36.5 1.8 28β36.4 
100万円未満 1.6 30.0 3.0 25.0 2.6 27.4 2.2 44.2 2.1 33.0 0.7 22.7 ・b・恒.........-
100~300万円 1.8 6.7 2.4 1.6 12.9 1.3 1.7 4.7 8.9 2.9 12.1 
300~500万円 2.1 3.3 0.6 2.6 1.6 0.9 0.8 3.0 2.7 1.4 8.3 
言主ム口十 制~l脚万円 3.8 3.3 1.2 4.0 4.8 2.6 1.7 7.0 8.9 2.1 8.3 
1000~3000万円 14.1 16.7 6.7 12.5 9‘6 14.5 11.3 3.3 10.5 11.6 11.4 3.8 
30007J ~ 1億円 17.9 23.3 16.5 18.8 18.6 6.5 14.3 0.8 17.3 17.0 17.1 4.5 
1 ~ 2億円 9.2 6.7 14.6 6.4 9.7 11.7 7.0 6.3 7.1 1.5 
2 ~lOf意内 8.5 21.3 12.5 10.8 17.7 22.6 8.7 6.3 13.6 1.5 
10億円以上 2.7 10.0 14.0 4.2 4.8 13.0 3.0 3.6 15.0 0.8 
合計ーは， 1m徐五入により100%にならない。太字は%のおいJ二位3f.立 (1司率も含む)までを示す。
各自の[無@答jには fOJが含まれている可能位二がある。他方， ドイ 'j1の個人会員数・団体会員数では，デー
タ処理u二 fo 人j に f11~ml答j を含んでいる。
第3章 日本の団体分布とリソース 77 



















常勤スタッフ数をみると 日本では 1~29人の 5 カテゴリが計80.0% を占
めている。それに対して，韓国・アメリカでは， 30人以上の常勤スタッフを












































Business Patterns， U.S. Census Bureau. 





























自治体から)@[に示すと，①11.0%(1，715)，②32.8% (5，119)，③26.7% (4，166)， 





在営利セクタ 喧 ~l 営利七クタ ①市民系セクタ
農林経済 行政 学術趣味
水産業 業界 労働教育関俗f 福祉専門家政治市民 文化 スポーツ
3万未満 37.7 25.7 5.9 ! 0.8 3.3 8.8 1.1 1.2 2.2 1.4 0.9 
3万以上20万未満 23.7 24.5 8.4 2.3 4.8 7.4 4.2 2.8 4.7 2.0 1.7 
20万以上70万未満 13.7 25.0 7.5 i 5.0 6.4 8.0 7.1 2.2 5.0 2.6 4.0 
70万以上 8.3 26.7 8.6 4.6 6.3 7‘8 7.0 2.2 5.0 4.0 4.0 
東京231互 5.9 28.7 4.9 5.8 5.5 4.9 7.0 1.3 4.0 14.6 4.6 












































頻値を比較すると，東京231玄の i3 ~ 4人Jよりも，
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{直であるのに対ー して， 20 
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表3-4 各国 JIGS調査の概要
!翠 調査 母集団 説査 母集 サンプル 有効囲 I0Jl文率 調査地域
年度 情報源 方法 !:Il数 数 (a) JI又数 (b) (%) (b/a) 
]IGS2 日本 2006 電話帳 郵送 91，101 91，101 15，898 17.5 
日本全国
ドイツ 2007 団体リスト 郵送 4，657 2，660 512 19.2 
アメリカ
ワシントン DC，
アメリカ 1999 電話帳 郵送 6，477 4，338 1，492 34.4 ノースカロライ
ドイツ 郵送 4，806 3，074 885 28.8 ベルリン，ハレ
中i豆i 郵送 9，536 8，897 2，858 32.1 
ロシア 2003 郵送 2，974 1，500 711 47.4 
モスクワ， St. 
ペテルスブルク





IBGE 団{本 インタヒ'ュー 275.895 
ホリゾンテ，









~J-; ーランド 2009 REGON 郵送
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2.農業団体/9.労 4.教育団体/7.行政 1.学術i主体/3.文化団体/5. 6.外国利益・エス
働団体/14.経済 関係団体/8.保健- 環境団体/10.政治団体/11. ニシティ団体/
-業界団体 医療団体 趣味・スポーツi主体 12.宗教団体/15.
その他














































































































































とが指摘されている(伊藤 1995，1996， 1998;丹羽 2006;辻中・握 2002c;
辻中 2002c)。したがってイデオロギーの重要性は有権者に対するものと同
様，かつてほどではなくなっているかもしれないが，それでも団体の政治的








な考え方である (Truman1951) 0 一方，合理的な人!?号は，法などによる強制
などがなければ，他人の行為に「ただ乗りJして恩恵だけを享受しようとし
て団体に加入しないので，多様なi主体が組織されるわけではないという見解
もある (Olson1965=1996) 0 さらに団体の形成には，経済市場における企業










































( 1 ) 明推協は，密政選挙および統一地方選挙の直後に，有権者3，000人を対象
に，その選挙に関する実態調査を実施している。本章では， 2005年9月の衆
院選後の意識調査のみを利用した。以下 明推協調査と 1洛す。




















1 2 3 4 5 6 7 
]IGS2調査によって計測された団体リーダーのイデオロギーは，やはり 7
段階尺度で計測されている「エリートの平等観j調査(三宅他 1986; Verba 



































2 3 4 5 6 













して]ES臨調査は，有権者に， 0が革新的， 10が保守的， 1 ~ 9は， 5を中
間に，数字が小さくなるほど革新的，大きくなるほど保守的となる1段階尺
度を示し，自己を位霊づけてもらっている。







紀初頭の投票行動の全国的・時系列的調査研究(JESIJ SS]DA 版)， 2001-
2005J (JES IJ研究会)の個票データの提供を受けた。




































び中間と保守の問が多い。 出所)]IGS2誇踏， I~Jiíí~協調査， ]ESIII調査。
( 8 ) 具体的には， ]IGS2調査は 7段階尺度の回答から lをヲiいたものを 6
分の4倍し 1を加えた。 ]ESI調査は， 11段階尺度の回答を10分の4倍し，
1を加えた。
















の合計が18.1%であり， ]ES I調査は，イデオロギー尺度の 6~10が39.9% ，






























と異なる11。その上]IGSl調査では， NPO調査は実施されていないし， NPO 
という選択肢も存在しない。回答する側は 「市民団体J(N=61)か「非営
利関連毘イ本J(N=1l4)，あるいは INGO関連毘体J(Nニ21) を選んでいる




















標準偏差 0.99 1.27 







































2.5 3.0 3.5 4.0 
4.5 5.0 5.5 6.0 
1.34 1.1 0 1.18 1.21 




4.5 5.0 5.5 6.0 






































































































































































































2009b) ，蒲島-竹中 (2010) を参照。
(17) 各党支持団体のリーダーのイデオロギ一平均値は， 2005年衆院選で、各党














































業界の産業振興政策/I~J/J、企業対策 3.24 0.77 1，909 3.20 0.99 70 0.33* 
外交政策/国際外交問題 3.13 1.17 30 3.23 1.05 106 0.41求
平和 安全保障政策/防衛問題 2.31 1.21 172 3.15 1.10 103 5.89 
教育政策/教育問題 3.00 0.90 729 3.29 1.01 213 3.78 
労働政策/景気雇用 2.57 0.97 940 3.34 0.98 412 13.32 
農業・林業 水産政策/農林漁業対策 3.28 0.81 2，334 3.37 1.10 51 0.56水
環境政策/環境公害問題 3.02 0.90 452 3.24 0.99 109 2.13 

























































変数 カァゴリ N カテゴJ)数量 レンジ {話相関係数
法人格 なし 683 -0.18 0.26 0.09 
あり 1，552 0.08 
設立年 1945年以前 143 0.26 0.52 0.11 
1946-1955年 432 0.12 
1956-1965イド 434 -0.01 
1966-1975:q三 345 0.01 
1976-1985{j三 248 0.08 
1986-1995年 240 -0.03 
1996-2007年 393 -0.26 
j也Jr;K 北海道 130 -0.28 0.45 0.10 
東北 230 -0.10 
北関東 150 -0.20 
東京 346 -0.05 
南i謁東 122 0.12 
北陸信越 236 0.10 
東海 214 0.05 
近畿 257 -0.01 
l:jコi主i 138 0.17 
j盟国 116 0.08 
九州 296 0.09 
iまiイ本分類 農林水産業団体 285 0.17 1.23 0.19 
経済業界i主体 579 0.13 
労{動i主体 83 -0.92 
教育団体 94 0.04 
行政関係団体 126 -0.03 
福祉iヨ1イ本 216 -0.20 
専門家団体 113 -0.03 
政治団体 36 0.31 
市民団体 167 -0.24 
学術・文化団体 173 -0.18 
趣味 スポーツ団体 102 0.11 
宗教団体 9 0.30 
その他 252 0.19 
個人会員数 o ~49人 673 0.00 0.27 0.04 
50~99人 233 -0.03 
100~499人 574 -0.04 
500~999人 204 0.03 
1 ，000~4， 999人 329 0.00 
5 ，000~ 19，999人 126 0.06 
20，000~99，999人 85 0.23 
100，000人以上 1 0.06 
1]:体会員数 0~9 団体 885 -0.12 0.39 0.10 
1O~ 191宝イ本 251 0.01 
20~29団体 166 -0.04 
30~491主体 211 0.00 
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表4-2のつづき
変数 カテゴリ N カテゴ1)数量 レンジ {話相関係数
50~99印体 244 0.14 
100~2491主体 236 0.26 
2501主イ本以Jニ 242 0.07 
常勤スタッフ数 0人 182 -0.26 0.64 0.08 
1人 466 -0.06 
2人 402 -0.04 
3~4 人 408 0.01 
5~9 人 385 0.08 
10~29人 273 0.16 
30~49人 55 0.02 
50~99人 33 0.38 
100人以」二 31 -0.06 
収入合計 o ~9991ヰ 629 0.11 0.71 0.05 
1 ，000~9，999円 1，092 -0.01 
10，000~99， 999Pi 441 -0.09 
100 ，000~999 ，999ITJ 70 -0.17 
1，000，000円以上 3 -0.61 
活動範i茜(小) 市町村レベル 1，035 0.13 0.32 0.10 
都道府県レベル 649 -0.15 
広域間レベル 131 -0.08 
全i主iレベル 304 -0.02 




































































他方，野党のみに接触する団体のリーダーは，イデオロギー尺度の 1~ 3 
が8割以上で，革新的なリーダーにほぼ限られ，保守的なリーダーはほとん
ど存在しない。 中央省庁・野党に接触する団体のリーダーも，イデオロギー









l 2 3 4 5 6 7 
N 
体のリーダーは，革新
接触せず 2.7 5.3 14.5 44.6 20.3 8.7 3.9 9，173 
省庁のみ 3.8 4.5 18.0 41.1 22.1 6.6 3.9 693 
的なリーダーがやや多 与党のみ 0.6 2.1 9.7 28.8 28.8 18.1 11.9 825 
いが，野党のみに接触
野党のみ 38.5 24.1 19.3 12.8 2.7 1.9 0.6 514 
省庁と与党 0.8 3.4 10.3 32.5 26.6 17.8 8.7 507 
するEflイ本のリー ダー ほ 省庁と野党 33.1 23.6 19.7 15.0 6.3 0.8 1.6 127 
ど，分布が革新側に偏
与党と野党 13.5 13.1 19.5 30.6 14.8 4.0 4.4 297 




















































































































A.農林水産業団体 B.経済・業界自体 C. 労働団体
D.教育団体 E.行政関係団体 F.福祉団イ本 G.専門家団体
H.政治団体 1.市民団体 ] .学術・文化団体
K.趣味・スポーツ団体 L.宗教団体 M. IlJ内会-自治会
N.首相官邸 O.与党 P.野党 Q.都道府県 R.市町村
S.裁判所 T.警察 U. 大企業 V. マスメディア W.暴力団
X.外国政府 Y.国際機関 Z.外国の団体
表 5-1は，この設問に対する回答を整理したものである 3。数値は各組
































団体では，行政関連団体 (5.0)，与党 (4.7)，中央省庁の官僚 (4.5)，経済・
業界団体 (4.4)との関係において協調的となっている。他方，労働団体 (3.9)， 








( 4 ) 日本の団体が他団体と高い割合で協力関係にあり 更に協力相手は向じ
領域の団体が多いということは 村松らが実施した1980年の圧力団体調査で





6.3 ;，長林水産業団体 5.4 経済業界団体 6.2 労働i主体
5.5 rllI可 5.1 市ls]村 5.3 野党
5.3 都道府県 4.9 都道府県 4.6 福祉1]]1本
5.0 行政関係団体 4.8 行政関係団体 4.6 教育自体
4.7 与党 4.6 与党 4.5 市民!主体
4.6 lHT内会 自治会 4.5 (仁1:央省庁の宮僚) 4.4 政治区!イ本
4.5 (1:1央省J"fの官僚) 4.3 専門家出イ本 4.3 行政関係i主体
4.4経済業界団体 4.3 農林水産業団体 4.3 L与1]家i主体
4.2 政治団体 4.3 1町村会 自治会 4.2 司11]牛j
4.1 専門家団体 4.3 警察 4.1 IUT内会 自治会
4.0 m民江!体 4.2 マスメディア 4.1 I~J際機関
4.0 教育団体 4.2 政治団体 4.1学術文化団体
4.0 警察 4.2 大企業 4.1 都道府県
4.0 福祉註iイ本 4.1 労{副主イ本 4.0 農林水産業団体
4.0 マスメディア 4.1 福祉団体 4.0 マスメディア
3.9 首相官邸 4.1 rl民i主イ本 4.0 外国の出イ本
3.9 労働!主体 4.1 教育i主体 4.0 趣味 スポーツ団体
3.9 野党 4.0 学術文化団体 3.9 裁判所
3.9 学術文化団体 4.0 首相官邸 3.8 外国政府
3.9 裁判所 4.0 魁味 スポーツ団体 3.6 警察
3.8 趣味 スポーツ団体 4.0 野党 3.5 宗教団体
3.8 大企業 3.9 裁判所 3.3 (中央省庁の官僚)
3.6 国際機関 3.9 I~II祭機関 3.2 経済業界団体
3.6 外国の自体 3.9 外国の団体 3.0 大企業
3.5 宗教団体 3.8 外国政府 2.6 首相官邸
3.5 外国政府 3.7 宗教団体 2.3 与党
2.5 暴力団 2.6 暴力団 2.1 暴力団
福祉i主イヰミ 専門家j主体 政治i宣1:本
5.8 千百1jl:lJ:lイ本 5.0 専門家i主体 4.9 政治団体
5.2 市IlJ村 4.7 都道府県 4.7 福祉団体
4.9 行政関係i主イ本 4.6 司l1U]村 4.6 市1汀村
4.9 I可内会 自治会 4.6 行政関係!主体 4.6 市民i主体
4.9 都道府県 4.5 福祉i主体 4.6 H!T内会・自治会
4.6 m民団体 4.5 与党 4.6 農林水産業i主体
4.5 専門家団体 4.3 経済業界団体 4.6 労働団体
4.5 教育団体 4.3 政治団体 4.4 教育団体
4.4 労働問イみ 4.3 (中央省庁の官僚) 4.4 都道府県
4.4 マスメディア 4.2 警察 4.3 行政関係団体
4.3 学術文化!歪体 4.2 学術文化団体 4.3 経済業界団体
4.2 趣味 スポーツ団体 4.2教育団体 4.3 野党
4.2 (中央省庁の 'f~r僚) 4.2 市民団体 4.2 学術文化i主体
4.1 警察 4.1 IlT内会自治会 4.2 専門家li体
4.1経済業界団体 4.1 マスメディア 4.2 趣味 スポーツ団体
4.1 農林水産業団体 4.0 労働在日本 4.0 マスメディア
4.1 政治i主体 4.0 農林水産業団体 4.0 (中央省IYの官僚)
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連盟体 (4.8)，与党 (4.6)，中央
教育団体 行政関係団体 省庁の官僚 (4.5)との関係が良
5.6 教育団体 5.3 行政関係国イ本
女子である。罰際機関 (3.9)や外4.9 行政関係団体 5.2 市1fT;!、j
4.8 都道府県 5.1 都道府県 屈の団体 (3.9)等と対立傾向に
4.7 市1fT村 4.7 (1:j3央省庁の官僚)
あるのも共通である。教育団体4.6 福祉i宝1本 4.5 経済業界屈体
4.5 専門家団体 4.3 IfJ内会 自治会 は協調IUJ係において同じ分類の
4.5 学術文化i主体 4.3 福祉団体
図体に行政関係団体 (4.9)が高4.5 (1ヤ央省庁の官僚) 4.2 警察
4.4 urT内会・自治会 4.2 労働i主体 いポイントとなっている。学術
4.3 趣味・スポー ツi主体 4.1 農林水産業自体
-文化団体 (4.5)，中央省庁の4.3 Tl民団体 4.1 教育i主イ本
4.3 警察 4.1 専門家i主体 官僚は.5)，専門家団体 (4.5)
4.3 労{近h団体 4.1 与党
とも関係が良好である。また，4.1 マスメディア 4.0 市民団体
4.1 I~II際機関 4.0 大企業 対立関係を持つ他組織が少ない
4.1 農林水産業団体 4.0 政治団体
のも特徴的である。行政関係国4.1 与党 4.0 マスメディア
4.0 大企業 4.0 野党 体は市町村(5.2)・都道府県(5.1)
4.0 経済業界団体 3.9 首相官邸
-中央省Jrの宮僚 (4.7) といっ4.0 政治団体 3.9 趣味スポーツi主体
4.0 裁判所 3.9 学術・文化団体 た行政関係の組織と高い協調関
4.0 野党 3.8 裁判所
係にある。その他では経済・業3.9 外国の団体 3.7 宗教団体
3.9 外国政府 3.7 1歪際機関 界団体 (4.5)との協調関係が高
3.8 首相官邸 3.6 外1mの団体
くなっている。福祉!歪体はIllJ内3.8 宗教団体 3.6 外国政府
2.5 暴力団 2.9 暴力団 会・自治会との協調関係の高さ
市民団体 学術文化団体
が注呂される (4.9)。5.2 市民団体 5.5 学術・文化団体
4.9 Tllf]ー村 4.9 教育i主体 労働団体は非常に特徴的な傾
4.8 1fT内会 自治会 4.8 専門家団体
向を示している。労働団体は同4.8 til主1:1王1本 4.7 行政関係部体
4.6 教育団体 4.7 市1fT;!寸 じ国体分類との協調関係の次に
4.5 都道府県 4.6 都道府県
野党 (5.3)との関係が良好とな4.5 行政関係団体 4.5 マスメテー ィア
4.4 労働団f本 4.4 福祉問イ本 っている。他の種類の団体との
4.4 マスメディア 4.4 市民団体
協調関係では福祉団体(4.6)，教4.4 専門家団体 4.4趣味 スポー ツ団体
4.3 学術文化!主体 4.4 1m際機関 育団体 (4.6)，市民団体 (4.5)， 
4.2 !l}党 4.3 労働団体
政治団体 (4.4)に対ー するポイン4.1 農林水産業団体 4.3 経済業界団体
4.1 政治団体 4.3 外i翠の団体 トが高くなっている。また，他
4.1 趣味 スポー ツ団体 4.3 (中央省庁の官僚)
の分類では高い協調関係が示さ4.0 I!I際機関 4.2 ur内会 自治会




4.0 野党 4.0 大企業 3.7 1翠際機関
4.0 与党 4.0 趣味 スポーツ団体 3.6 裁判所
4.0 大企業 4.0 野党 3.6 外国の団体
3.9 宗教i主体 3.9 首相官邸 3.5 外毘政府
3.9 首相官邸 3.9 1主1緊機!謁 3.4 宗教団体
3.8 国際機関 3.8 外国の団体 3.3 与党
3.8 外国政府 3.8 外国政府 3.2 大企業
3.8 外!主!のj主イ本 3.8 宗教団体 2.9 首相官邸
2.7 暴力団 2.7 暴力目j 1.9 暴力団
趣味 スポーツi主体 宗教団体 その他
5.6 趣味 スポーツ団体 5.6 宗教団体 4.8 市IlJi':j
5.1 市Il!T村 5.0 町内会 自治会 4.6 都道府県
4.9 教育団体 4.7 学術文化団体 4.6 行政関係団体
4.8 行政関係団体 4.6 福祉江!体 4.5 18内会自治会
4.8 都道府県 4.5 教育i主体 4.4 福祉i主体
4.7 マスメディア 4.5 市I1lT村 4.3 経済業界団体
4.5 学術 文化回イ本 4.4 趣味 スポーツ団体 4.2 警察
4.3 IlT内会自治会 4.3 都道府県 4.2 (中央省庁の宮紫)
4.3 福祉団f本 4.3 農林水産業団イ本 4.2 市民団{本
4.3 専門家自体 4.3 外留のi主f本 4.2 教育団体
4.3 市民団体 4.2 国際機関 4.2 農林水産業i主体
4.2 (I:p央省J"{の官僚) 4.1 経済業界団体 4.2 マスメディア
4.2 大企業 4.1 行政関係団体 4.1 専門家団体
4.2 警察 4.1 ili民団体 4.1 労働団体
4.1 与党 4.1 外菌政府 4.1学術文化団体
4.1 経済業界自体 4.1 野党 4.0 与党
4.1 農林水産業出体 4.1 マスメディア 4.0 趣味スポーツ団体
4.0 政治!主体 4.0 専門家団体 4.0 政治団体
3.9 労働問イ本 4.0 政治団体 3.9 野党
3.9 裁判所 4.0 (仁iコ央省、J"{の官僚) 3.8 国際機関
3.9 外国の自イ本 4.0 労働団体 3.8 大企業
3.9 国際機関 4.0 裁判所 3.8 外国の団体
3.9 首相宮邸 4.0 警察 3.8 裁判所
3.8 野党 3.9 与党 3.7 首相官邸
3.8 宗教団体 3.9 大企業 3.7 外i主j政府
3.8 外i主i政!奇 3.9 首相官邸 3.7 宗教団体
3.1 暴力回 2.5 暴力i主 2.7 築力出
























































































































振興事業 交通情報 J支術開発 保障
農林水産業団体 24.5 24.4 27.6 30.8 20.5 11.7 17.0 7.4 28.5 18.5 18.3 2.0 
経済業界団体 55.3 49.6 78.3 71.4 50.7 43.6 32.2 42.1 54.2 22.2 9.9 21.1 
労働団イ本 22.4 18.7 19.3 16.7 12.7 27.4 29.6 7.8 13.4 25.9 57.6 3.8 
教育団体 18.2 13.0 1.4 14.1 9.4 14.5 16.7 30.9 22.6 18.5 47.4 36.8 
行政関連間体 48.5 38.6 59.4 56.6 46.9 47.5 30.4 34.5 53.8 22.2 21.2 58.3 
福祉i主{本 25.2 15.3 18.8 18.8 12.3 19.4 26.4 10.0 31.5 1.1 46.3 35.7 
専門家団体 27.9 15.5 29.8 28.2 24.8 14.3 34.5 43.6 23.9 18.5 20.8 17.0 
政治団体 17.9 13.0 14.4 16.5 21.0 19.8 20.8 2.0 11.2 22.2 38.9 3.8 
r¥1J3ミ団イ本 19.1 11.1 19.6 14.3 11.3 12.8 20.8 10.0 32.1 14.8 40.9 23.7 
学術文化団体 12.7 6.3 10.5 11.8 10.6 4.6 25.9 60.0 23.6 22.2 0.3 5.8 
趣味 スポー ツ団体 11.6 6.8 8.0 8.1 5.5 5.0 15.1 3.9 21.6 1.1 14.5 11.3 
宗教団体 3.4 2.9 0.0 1.6 1.4 1.7 2.0 2.0 2.6 11.1 16.0 3.9 
都道府県 46.5 46.2 63.7 60.5 55.7 42.4 29.8 25.5 57.1 25.9 25.6 55.7 
"rIi!HTi':J 53.0 47.3 68.1 64.8 59.7 45.2 32.8 27.8 71.8 37.0 31.9 68.1 
!HTI句会 自治会 24.3 23.3 31.5 28.7 21.9 20.8 14.8 6.0 50.2 15.4 24.4 63.6 
首相官邸 9.9 11.4 14.0 12.6 10.6 7.6 6.0 10.0 9.0 23.1 4.6 3.9 
(中央省庁の官佼) 32.4 27.9 55.8 42.3 35.4 34.8 23.5 31.8 32.3 33.3 8.6 31.6 
-'=j.;当it.会 32.7 28.0 40.8 40.8 41.2 29.3 18.5 15.7 27.2 40.7 11.8 18.5 
警察 13.9 26.1 27.0 23.1 16.1 48.6 16.7 8.0 27.0 25.9 7.5 74.3 
裁判所 4.7 10.3 6.6 5.5 5.3 5.3 3.8 4.0 4.4 4.0 4.7 27.5 
野党 18.2 9.5 11.5 9.6 8.6 19.1 26.9 3.9 7.4 29.6 47.4 3.7 
大企業 16.5 18.6 28.6 22.9 13.1 19.4 20.8 38.2 19.7 14.8 5.4 15.4 
マスメディア 17.8 17.1 30.3 28.1 13.0 20.6 25.0 25.9 36.6 25.0 20.7 16.4 
暴力団 0.4 2.0 0.0 0.5 0.5 0.7 0.0 0.0 0.5 8.0 0.0 1.8 
外国政府 2.2 2.1 4.7 2.7 1.1 2.3 4.3 9.8 5.1 33.3 6.5 0.0 
!主1緊機関 4.3 3.0 6.3 5.0 1.9 5.7 8.2 26.4 7.0 35.7 15.2 2.1 
外国のi宣f本 2.9 1.5 5.8 4.6 1.1 4.2 10.2 15.1 6.0 28.6 12.2 2.1 










































































? ? ? ? ? ? ?










? ? ? ? ? ?
??
?? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ? ? ? ? ?
?? ? ?
?? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ?





??? ?? ? ?
…??
????
































? ?? …?? ?
? ?
??????????
? ?? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
?? ? ? ? ?
? ?????
?? ? ?
? ? ? ? ? ? ? ?





?? ? ? ?
?? ? ? ?
? ?






































?????、 ? ? ? ? ? ?
?? ? ? ? ? ?

















































































本部 11.5 33.0 あり，本部は11.5%となっている。ただし，
中間]の!宝イ本 11.1 3.7 他の図体とイ可らかの関係を持つ団体として本
支部支所 27.1 10.6 
l~iーの団体 40.6 43.5 部.t=!:J 1o¥Jの団体・支部を合計すると49.7%と
部署施設 2.6 2.2 なり，単一の団体より若干多くなる。 日本の
その地 7.2 6.8 














































表 5-4 団体分類ごとの本部・支部・単一の団体関係 (単位:%) 
本部 1"IH1の団体支部支所単一の団体部署・施設その他 N 
農林水産業団体 13.4 6.1 19.3 50.6 3.5 7.2 2，727 
経済業界団体 11.5 9.3 23.4 46.6 1.6 7.6 3，963 
労働団体 16.8 17.8 43.1 18.1 1.5 2.7 1，175 
教育団体 18.1 18.5 24.7 33.8 1.4 3.4 562 
行政関係団体 11.6 11.0 31.3 36.4 2.4 7.4 839 
福祉団イ本 18.0 10.5 23.9 36.8 5.8 5.0 1，159 
専門家団体 16.2 10.0 37.4 29.8 1.9 4.7 851 
政治団イ本 15.3 15.0 27.5 34.4 1.8 6.0 334 
ili提出体 12.3 10.7 17.5 47.4 3.6 8.5 698 
学術文化団体 22.2 3.4 10.3 55.5 2.2 6.4 591 
組i床スポーツ団体 19.2 24.7 21.2 26.5 3.5 4.9 453 
宗教団体 16.4 14.2 48.5 14.9 1.5 4.5 134 
その他 11.6 8.8 25.2 39.7 2.4 12.4 1，964 













(59.2%) ，労働 (67.9%)，専門家 (56.9%) となっている。労働団体につい
ては支部・本部・単一団体関係でも支部と回答した団体が多かったが，支部
であると問答した団体の割合より更に高い割合になっている。農林水産業団




















42.2 57.8 519 
44.5 55.5 732 
52.2 47.8 1，069 
56.9 43.1 794 
40.2 59.8 316 
33.8 66.2 647 
23.6 76.4 526 
42.9 57.1 415 
21.9 78.1 114 
38.7 61.3 1，720 







































































第 1位 32.1 31.7 43.3 64.0 64.5 55.3 4.8 4.7 2.7 
第2位 59.6 59.2 51.6 31.2 30.7 41.1 7.8 8.9 5.4 
第3位 8.3 9.1 5.2 4.8 4.7 3.6 87.3 86.4 91.9 
N 3，425 473 3，363 3，503 488 3，434 3，280 450 3，222 
「全体Jr東京jはj1GS21i!l完調査に基づくデー タ。




























ように団体が行政を働きかけ先として有効で 表 5-7 三権への有効性に













ドイツ 45.7 44.2 26.8 
韓i話 19.5 80.3 5.6 
トルコ 7.6 29 66.8 
ロシア 15.3 13.9 12.9 


























































(Judicialization of Politics) J (Tate and Vallinder 1995)や「司法支配(Juristocra-

























































( 1 ) 政治過程における政治家と官僚の役割は，本来的には異なっているのだ
が，現実の政治では政官関係に一定の融合現象が見られるのが普通である。
欧米の研究では，官僚の影響力拡大の側面が強調されたが (Aberbach，Put鵬

































ないJiある程度Jíかなり頻繁J はI~常に頻繁j の 5 段階で回答を求めた。こ
こでは， iある程度j以上の屈答が 1つでもあれば「政党接触ありJとみな
した。
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表6-1 政党と接触するか、行政と接触するか
出体からの接触行動 政治からの接触行動
両方行政政党 非 両方行政議員 ι信;、し N 
接触のみのみ接触 からのみのみ
農林水産業団体 38.3 35.7 3.8 22.2 21.0 27.4 2.1 49.6 2，775 
経済業界!主体 34.7 32.0 5.1 28.2 19.1 23.2 3.5 54.2 3，997 
労働i主体 42.7 7.4 28.3 21.6 21.8 6.2 21.1 50.9 1，183 
教育団体 24.0 40.4 3.2 32.5 12.5 23.3 3.9 60.4 570 
行政!見係i主体 14.2 44.9 3.8 37.2 9.9 25.4 1.5 63.1 845 
福祉部体 21.7 48.9 3.4 26.0 17.6 27.5 2.5 52.4 1，175 
専門家自体 35.0 29.3 6.7 29.1 16.7 24.7 3.6 55.0 857 
政治団体 69.4 5.9 15.7 8.9 47.2 3.6 24.3 24.9 337 
市民団体 31.1 40.1 7.8 21.0 22.4 22.9 7.5 47.2 704 
学術文化団体 12.8 39.5 2.2 45.4 7.1 22.5 2.7 66.7 592 
趣味 スポーツ団体 17.6 33.9 3.5 45.0 11.3 21.7 1.5 65.4 460 
宗教団体 7.4 10.3 10.3 72.1 3.7 1.5 2.9 91.9 136 

















































( 5 ) 本節の記述は，大筋で村松 (2003，2006， 2007， 2008a， 2008b)，真潟
(2004， 2006)の理解に依拠したものである。
































































( 8 ) 審議会については，本書7章で詳細な議論がなされているので，そちら
を参照されたい。


















まず団体分類を向う設問 (Q7)で， 厚生福祉医療 19.3 31.8 
自らを「行政関係団体jと申告した
土木建設公共事業 12.5 21.6 
運輸交通 9.1 14.8 
団体が挙げられる。このような団イ本 環境 6.8 17.0 
は，回答i主体全体では845図体(5.4%)， 業界の産業振興 5.7 17.0 1百，女戸一. 5.7 5.7 
「日本全国レベルjを活動対象とする その他 5.7 3.5 
面体の中では88団体 (4.6%)存在す
財政 4.5 21.6 
地方行政 4.5 20.5 
る。 労働 4.5 10.2 
表6-2は， i国や自治体の政策 団体支援 4.5 17.0 農業・林業・水産 3.4 8.0 
のうち，あなたの団体がIUi心のある 通信情報 2.3 10.2 
政策や活動分野はどれにあたります
司法人権 2.3 4.5 
金融 1.1 6.8 
かJという設問 (Q8)の1m答を整 地域開発 1.1 9.1 
淫したものである。表の左側は団体
外交 1.1 1.1 
平和安全保障 1.1 3.4 
にとっての「最も重要jな政策(複 教育 1.1 6.8 
数回答不可)，表の右側は複数回答
消費者 1.1 4.5 
通商 0.0 0.0 
を可とした場合の政策関心である。 科学技術 0.0 5.7 
この表からは，行政関係j主体の政策
女性 0.0 4.5 
国際交流協力援助 0.0 8.0 







農林水産業団体 205 22.4 13.2 活動を尋ねた設問 (Q9) で「会員
経済・業界i主体 394 14.7 10.9 にi雪や自治体からの補助金や奨励金
労働j主体 201 5.5 7.0 
教育団体 121 3.3 5.0 を斡旋するJi会員に許認可や契約な
行政関係団体 88 9.1 4.5 どの行政上の便宜をはかるjと回答
子高卒1:1主{本 110 5.5 3.6 
専門家団体 105 5.7 8.6 した団体も挙げることができょう。
政治図体 39 2.6 5.1 このような団体がどの団体分類に属市民団体 67 4.5 0.0 
学術文化j主体 211 1.4 1.4 するかを整理したものが表6-3で
趣味 スポー ツ団体 89 4.5 3.4 ある。宗教団体 23 0.0 。。








































許 法的行政 団体や業 政葉決定 政禁執行審議会 ポスト
N 認可規制指導界事精の への協力 への協力 委芦色 提供 補助金
意見交換 支持 援助 派遣
農林水産業団体 205 53.7 55.6 56.6 33.2 22.4 22.0 12.7 18.5 21.5 
経済業界団体 394 59.1 62.4 66.5 62.2 19.8 25.9 23.4 17.0 11.2 
労働団体 201 15.4 30.3 19.9 24.4 10.9 8.0 13.9 3.5 1.0 
教育団体 121 45.5 38.8 41.3 29.8 16.5 19.0 15.7 5.0 11.6 
行政関係団体 88 62.5 55.7 68.2 44.3 29.5 38.6 18.2 33.0 18.2 
福祉団体 110 54.5 42.7 48.2 26.4 12.7 13.6 10.9 10.9 22.7 
専門家団体 105 47.6 41.9 47.6 35.2 19.0 16.2 26.7 11.4 8.6 
政治問体 39 23.1 38.5 15.4 17.9 10.3 10.3 5.1 7.7 2.6 
市民団体 67 23.9 25.4 20.9 20.9 4.5 13.4 9.0 0.0 9.0 
学術文化自体 211 56.4 38.9 47.4 20.4 9.5 15.2 12.8 5.7 10.9 
趣味スポーツ団体 89 37.1 25.8 27.0 16.9 6.7 7.9 3.4 2.2 27.0 
宗教団体 23 43.5 43.5 34.8 0.0 0.0 。。 0.0 0.0 4.3 
その1m 232 50.0 48.3 48.3 29.3 12.5 17.2 7.8 8.6 9.9 
全体 1，895 47.5 45.9 47.4 34.4 15.3 18.2 14.7 11.0 12.3 
144 
分類別に見た場合はどうだろうか。団体と行政の関係の深さを全体として
把握するために，項、呂ごとに団体分類に順位(1 ~ 12) を付け，その順位の
平均を算出してみた。結果は，①行政関係団体 (1.8)，②経済・業界団体 (2.4)， 
①農林水産業団体 (3.6)，④専門家i主体 (5.0)，①福祉団体 (5.3)，⑥教育団
体 (5.9)，⑦学術・文化民体 (6.4)，③労働団体 (9.2)，趣味・スポーツ団体
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表6-5 団体の情報源
農林水産自イ本 経済・業界13:1体労働団体 教育i主体 行政関係団体 福祉1]体
一位選択率(%)
中央省庁 32.5 I=I:J央省庁 42.2 系91]1主体 44.9 学者専門家 22.2 中央省庁 57.6 中央省J'j" 37.7 
系列団体 19.7 会員 18.5 会員 13.8 会員 22.2 系列i主体 8.2 系列国{本 16.0 
会員 11.8 系列団体 10.0 中央省庁 10.7 中央省庁 21.4 全員自治体 7.1 i高力i豆H本 11.3 
H主公OdCE3h 
中央省Jl" 1.00 中央省庁 1.00 系91JI主体 1.00 学者専門家 1.00 中央省J'j" 1.00 中央省、J'j" 1.00 
系91JI主体 0.76 会員 0.59 協力団W 0.52 会員 0.68 自治{本 0.28 系列団体 0.49 
自治体 0.59 協力回イ本 0.39 会員 0.38 仁1:央省庁 0.65 系列出体 0.27 協力団体 0.45 
会員 0.58 業界紙関係者 0.38 企業 0.31 系91]1主体 0.63 協力j主体 0.23 会員 0.38 
協力団体 0.45 企業 0.35 1=1:1央省庁 0.28 協力団体 0.43 会員 0.23 学者専r'l家 0.32 
業界紙関係者 0.45 系91JI主体 0.32 業界紙関係者 0.22 自治体 0.14 学者専門家 0.16 自治{本 0.29 
学者専門家 0.39 学者専門家 0.20 政党 0.20 メディ71鰍 0.13 企業 0.15 メディア関部 0.22 
企業 0.18 自治{本 0.18 学者 専門家 0.12 業界紙関経者 0.10 業界紙関係者 0.11 業界紙関係者 0.20 
メディ71需品 0.13 メディ71首長 0.12 メディア関長 0.10 その他 0.10 メディア関係 0.10 その他 0.15 
その他 0.05 その他 0.04 地方議員 0.10 政党 0.09 政党 0.08 企業 0.11 
IHJ内会 0.02 政党 0.03 自j台{本 0.08 企業 0.09 その他 0.04 政党 0.10 
政党 0.01 池方議員 0.00 その他 0.06 j也方議員 0.04 NPO 0.02 NPO 0.04 
NPO 0.00 NPO 0.00 NPO 0.00 NPO 0.03 地方議員 0.01 地方議員 0.03 
地方議員 0.00 1汀内会 0.00 1IJ内会 0.00 IHT内会 0.01 I!T内会 0.00 11'内会 0.00 
J;!Jf"]家i主体 政治団体 ili民団体 学術・文化i司令~ 臨床スポーツ団体 宗教団体
一位選択率(%)
中央省庁 29.5 政党 28.9 会員 15.2 学者専門家 35.3 系列団体 34.1 会員 28.6 
会員 20.0 中央省庁 18.4 メディア関係 15.2 会員 15.2 会員 17.6 系列団体 33.3 
学者専門家 18.1 学者専I"家 13.2 系列団体 15.2 1=1"央省 Jl~ 17.2 協1J. 'T9(省庁 11.8 その他 9.5 
1小~公cp4に2コh 
中央省庁 1.00 政党 1.00 会員 1.00 学者専門家 1.00 系列団体 1.00 会員 1.00 
学者専門家 1.00 中央省庁 0.60 メディア関係 1.00 会員 0.75 会員 0.83 系列団体 0.77 
会員 o.位 協力団体 0.46 学者専門家 0.96 1干:央省庁 0.55 協力j主体 0.76 学者専門家 0.63 
系列i主イ本 0.43 学者専門家 0.42 i窃力田イ本 0.75 協力関付;: 0.28 メディア関係 0.40 協力団f本 0.50 
協力団体 0.42 メディ71勝 0.40 系列団体 0.64 メディア関係 0.25 中央省庁 0.39 メディア関係 0.43 
自治イ本 0.37 自治体 0.29 中央省庁 0.63 業界紙関係者 0.22 自治体 0.34 業界紙関経者 0.20 
業界紙関係者 0.34 地方議員 0.27 その他 0.41 企業 0.15 業界紙関係者 0.28 その他 0.20 
企業 0.22 業界紙!話器者 0.23 自治体 0.36 系列団体 0.14 学者専門家 0.15 自治体 0.13 
メディ71服 0.17 会員 0.23 政党 0.32 自治体 0.12 その他 0.13 I!f内会 0.13 
そのイil 0.08 系列自体 0.17 NPO 0.23 その他 0.08 企業 0.07 企業 0.10 
政F、手ノi!: 0.07 企業 0.12 企業 0.23 1fT内会 0.01 IJ宇内会 0.07 地方議員 0.00 
NPO 0.02 そのイ也 0.06 業界紙関係者 0.20 政党 0.01 政党 0.02 1:3央省庁 0.00 
地方議員 0.01 NPO 0.02 地方議員 0.09 地方議員 0.01 地方議員 0.00 政党 0.00 
IH1' 内会 0.00 IUT内会 0.00 町内会 0.07 NPO 0.00 NPO 0.00 NPO 0.00 
「総合nま，各自体分類で最多の項目を r1 Jとしたときの他。
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いものを 3つまで掲載)，表の下部は， 1位として選択された情報源に 3点，




















































両方行政政党 非 両方行政政党 ~I: 
N 
接触のみのみ接触 接触のみのみ接触
農林水産業i主体 31.2 30.7 6.8 31.2 13.7 17.1 24.4 44.9 205 
経済業界団体 21.6 34.3 4.1 40.1 16.2 28.2 9.4 46.2 394 
労働団体 39.8 4.0 34.3 21.9 21.9 2.5 52.2 23.4 201 
教育団体 28.1 27.3 1.7 43.0 20.7 18.2 9.1 52.1 121 
行政関係団体 18.2 48.9 2.3 30.7 17.0 36.4 3.4 43.2 88 
福祉l主イ本 30.9 21.8 2.7 44.5 20.9 14.5 12.7 51.8 110 
専門家出イ本 22.9 28.6 5.7 42.9 15.2 21.0 13.3 50.5 105 
政治団体 61.5 2.6 23.1 12.8 38.5 0.0 46.2 15.4 39 
市民団体 31.3 26.9 14.9 26.9 19.4 7.5 26.9 46.3 67 
学術文化!主体 8.5 27.5 0.9 63.0 7.6 19.0 1.9 71.6 211 
趣味 スポーツ団体 12.4 31.5 4.5 51.7 3.4 14.6 13.5 68.5 89 
宗教団体 8.7 4.3 8.7 78.3 8.7 0.0 8.7 82.6 23 
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表6-7 団体から行政へ:蓋接接触と間接接触(，ある程度j以上)
(単位:%) 
直接接触 (接触対象) 'l~j接接í~9! (媒介)
大臣などI~コ 中央省 J~{課 地7に函 :W・1也7じ 白I合体 i也方
央省庁幹部 長クラス 会議員 国会議員 幹部 議員
農林水産業団体 12.7 28.3 21.0 15.6 23.4 21.0 
経済・業界団体 11.9 42.6 12.7 11.7 9.9 9.4 
労働団体 14.9 22.9 43.8 36.3 28.4 49.3 
教育団体 21.5 35.5 20.7 18.2 18.2 19.8 
行政関係団体 27.3 53.4 12.5 13.6 18.2 9.1 
福祉lìH~三 16.4 31.8 22.7 21.8 13.6 18.2 
専門家団体 11.4 34.3 16.2 16.2 1.4 10.5 
政治団体 23.1 33.3 69.2 59.0 53.8 56.4 
市民自体 13.4 23.9 28.4 26.9 32.8 37.3 
学術・文化団体 10.4 24.2 5.2 5.2 4.3 3.8 
趣味 スポーツ間体 5.6 16.9 10.1 9.0 14.6 14.6 
宗教i主体 8.7 4.3 4.3 8.7 4.3 8.7 
その他 13.4 31.5 19.8 13.8 18.1 20.3 







答の割合)。これを見ると 2割から 3割の団体が 中央省庁の側からアプ
ローチを受けていることがわかる。
表6-8の右側は 中央省庁に対する直接接触，間接接触のどれかlつで















農林水産業l主体 26.8 23.9 30.7 2.9 42.4 
経済業界団体 33.2 28.2 25.9 5.1 40.9 
労{動団体 16.4 16.4 48.3 0.0 35.3 
教育i主体 33.1 28.1 21.5 5.0 45.5 
行政関係団体 37.5 31.8 26.1 5.7 36.4 
f高祉団体 27.3 24.5 20.9 2.7 51.8 
専門家i主体 30.5 27.6 17.1 2.9 52.4 
政治団体 17.9 17.9 64.1 。。 17.9 
市民団体 20.9 19.4 34.3 1.5 44.8 
学術・文化団体 13.7 10.9 19.0 2.8 67.3 
趣味 スポーツ団体 7.9 5.6 28.1 2.2 64.0 
宗教団体 4.3 4.3 8.7 0.0 87.0 
その他 20.7 17.2 31.5 3.4 47.8 
全体 24.4 21.1 28.8 3.2 47.0 
5 団体一行政関係の変化を探る
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表6-9 東京都に所在する「日本全国Jを活動対象とする図体と行政との関係
政策決定 審議会 退職後の
1体分類 許認可 法的規fljJ 行政指導 意見交換 への への ポスト 補助金 N 
協力支4守 委員派遣 提供
]IGS ]IGS ]IGS ]IGS ]IGS ]IGS ]IGS ]IGS ]IGS ]IGS ]IGS ]IGS ]IGS ]IGS ]IGS ]IGS ]IGS 
2 2 2 2 2 2 2 2 i 2 
農林水産業 68.8 74.6 50.0 66.2 87.5 85.9 81.3 67.6 68.8 36.6 37.5 31.0 37.5 47.9 42.9 14.1 ]6 71 
経済業界 45.9 61.4 39.8 63.4 66.9 72.8 73.7 74.4 19.5 22.4 33.1 31.7 13.5 23.6 12.0 6.5 133 246 
労働 14.6 10.5 29.3 31.6 17.1 23.7 48.8 47.4 9.8 13.2 17.1 23.7 2.4 2.6 10.0 0.0 41 38 
教育 45.1 57.1 28.0 46.8 43.9 53.2 24.4 37.7 18.3 22.1 15.9 23.4 6.1 7.8 24.0 7.8 82 77 
行政関係 50.6 7.3 42.9 56.8 7.9 79.5 44.2 56.8 20.8 40.9 15.6 20.5 27.3 43.2 43.1 11.4 77 44 
福祉 52.9 73.9 29.4 43.5 67.6 65.2 20.6 30.4 11.8 15.2 2.9 19.6 8.8 15.2 32.0 21.7 34 46 
専門家 31.0 50.8 29.8 43.1 47.6 47.7 41.7 38.5 14.3 23.1 23.8 30.8 9.5 12.3 29.8 9.2 84 65 
政治 40.0 21.4 50.0 35.7 20.0 28.6 20.0 35.7 20.0 21.4 0.0 7.1 10.0 14.3 20.0 0.0 10 14 
市J~ 37.5 38.7 18.8 25.8 25.0 29.0 6.3 35.5 6.3 9.7 12.5 19.4 0.0 0.0 22.2 12.9 16 31 
学術文化 - 62.0 - 42.7 - 54.7 - 24.0 - 10.7 17.3 - 6.7 8.7 - 150 
趣味スポーツ 63.0 - 41.3 - 47.8 - 30.4 - 13.0 - 4.3 - 4.3 - 26.1 46 
宗教 42.9 - 42.9 - 28.6 - 0.0 - 0.0 - 0.0 - 0.0 - 0.0 7 























l:lW分'JJi 大臣などの rl:J央省庁 j也フじi司会議員を介 ~I:: 地元国会議員
'iJ央省庁幹部 課i是クラス しての接触 を介しての接触-. → 一砂 一砂
農林水産業 15.2 81.1 3.8 15.8 79.9 4.3 14.7 79.3 6.0 9.8 84.6 5.6 
経j斉業界 11.6 84.9 3.4 13.7 78.3 8.0 8.9 87.7 3.5 5.8 90.4 3.8 
ヲJ'í~)) 10.8 84.5 4.7 8.6 82.8 8.6 13.3 70.3 16.5 9.5 75.3 15.2 
教育 11.2 75.3 13.5 13.0 76.1 10.9 2.2 86.5 11.2 2.3 89.8 8.0 
行政関係 12.9 80.6 6.5 5.9 88.2 5.9 10.3 86.8 2.9 11.6 84.1 4.3 
福祉 8.8 83.8 7.4 6.9 81.9 1.1 6.8 85.1 8.1 6.7 82.7 10.7 
専門家 11.3 80.3 8.5 11.1 76.4 12.5 2.7 86.3 11.0 4.1 86.5 9.5 
政治 25.0 66.7 8.3 29.2 58.3 12.5 30.8 57.7 11.5 26.9 57.7 15.4 
rlT民 11.1 70.4 18.5 7.1 67.9 25.0 10.0 73.3 16.7 6.7 76.7 16.7 
学術文化 6.3 88.0 5.6 5.3 84.8 9.9 2.7 92.0 5.3 4.1 93.9 2.0 
i趣味スポーツ 4.8 91.9 3.2 3.2 88.7 8.1 4.5 89.6 6.0 4.5 90.9 4.5 
宗教 0.0 94.7 5.3 0.0 100.0 。。 0.0 94.7 5.3 0.0 89.5 10.5 





















5.4 88.5 6.1 6.9 86.2 6.9 
3.3 92.8 3.9 3.6 94.2 2.3 
7.8 79.1 13.1 8.8 74.4 16.9 
2.2 88.8 9.0 2.2 92.1 5.6 
7.5 89.6 3.0 7.6 92.4 0.0 
4.1 86.5 9.5 6.8 87.7 5.5 
2.8 95.8 1.4 1.4 93.0 5.6 
20.0 60.0 20.0 24.0 52.0 24.0 
6.5 7.4 16.1 8.8 70.6 20.6 
1.3 96.0 2.7 2.0 95.3 2.7 
5.8 87.0 7.2 7.2 84.1 8.7 
0.0 94.7 5.3 0.0 89.5 10.5 
4.7 88.7 6.6 5.6 87.3 7.0 






9.0 83.4 7.6 
5.8 85.9 8.3 
5.2 87.7 7.1 
3.2 79.8 17.0 
7.5 88.1 4.5 
3.9 85.7 10.4 
5.5 82.2 12.3 
20.0 68.0 12.0 
3.2 74.2 22.6 
1.3 92.7 6.0 
1.5 94.1 4.4 
0.0 100.0 0.0 
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( 3) 1999年の整理合理化の内容については萩原 (2000)，戦前から1999年まで
の諮問機関の展開については牧原 (2009: 77-84)を参照。
( 4 ) しかし，審議会の下部組織である分科会，部会，小委員会までを含める
と， 863の機関があるとされる(朝日新開 2005.2.27)。一方， r審議会総覧j















(101) ，経済産業省 (77)，文部科学省 (52)，農林水産省 (47)の)1援に多い。









があるのかもしれない(森田 2006: 126 -132) 60 
2. 3.諮問機関の委員構成
諮問機関が活発化している中で どのような委員が参加しているのだろう
か。委員の選任は最重要事項(森田 2006:59)であり 先の異なる 4つの見
方をt食討することにもなる。
( 5 ) 私的諮問機関の調べ方の詳細については 辻中-演本 (2009: 285 -287) 
を参照されたい。
( 6 ) 審議会の透明性および決定の質については 細野 (2003)を参照。
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表 7-1 私的諮問機関数の推移
84.1 ~85.9 85.5~87.8 94.1 ~95.9 96.4 ~97.3 07.1 ~08.9 
内閣官房 2 2 2 。 11 内閣官房
人事院 3 5 人事院
総理府 11 7 8 2 22 1:)'11樹}有
経済企画庁 13 9 11 9 
itjJ~::limJ発庁
公取委 5 6 4 2 6 公淑委
警察庁 4 12 警察庁
金融r't
百!大J']"
i坊持rJ']" 7 6 防衛省
環境庁 6 4 22 23 9 環境省
法務省 2 7 4 法務省
外務省 3 4 2 外務省
大蔵省 11 10 21 6 12 財務省




農林水産省 23 12 8 14 47 農林水産省
3 水産r'{
3 林野JY
文部省 13 10 34 36 52 文部科学省
科学技術庁 10 9 6 18 
3 文化庁
厚生省 28 23 61 38 146 !草生労働省
労働省 21 12 19 13 
6 社会保i境庁
自治省 8 8 12 6 101 総務省
郵政省 38 63 63 52 
総務JY 5 3 5 4 
45 ?ì~í 1坊n"
建設省 16 18 23 3 133 IJI土交通省
j車輸省 8 12 10 




ぷ仁5、舌~i- 298 270 388 278 727 
84.1 ~85.9は辻中(1985a) の絞来。
85.5~87.8は富士経済 f1987i l:.度版官公庁私的諮問委員会笑態調査総覧j 。
94.1 ~95.9は1:1 ~14 紙と初日新Il詰の記事をもとに{ノ1:成。
96.4 ~97.3(立総務庁資料 f審議会等の公開状況等についてj。




















1975if. 1986年 1996年 2006年
(a) (b) (c) (d) (d)一(a)
11.1 5.3 4.4 0.8 -10.3 
4.2 3.9 3.4 4.8 0.6 
3.6 2.8 2.4 2.2 -1.4 
5.6 4.1 3.7 3.0 -2.6 
12.8 14.1 15.2 7.7 -5.1 
26.0 27.2 24.9 17.5 -8.5 
11.5 1.2 10.3 11.8 0.3 
12.7 14.2 12.7 4.2 -8.5 
1.8 1.8 1.9 1.4 -0.4 






































































?? ? ? ?


































































































































































































































































?? ? ? ? ? ? ?
?























































































?? ? ? ? ?
? ? ? ? ?
? ? ? ?
? ?
?








? ? ? ? ?




























































(%) 参加団体 &政策実施 変動幅 どのようなリソー
農林水産業団体 17.8 11.9 10.9 -6.9 スを媒介として結
経済業界団体 25.6 34.4 32.0 6.4 びついているのか。
労働問イ本 7.6 8.9 13.5 5.9 
また，団体側は，教育団体 3.6 3.8 3.3 -0.3 
行政関係団イヰミ 5.4 5.8 4.3 -1.1 行政とどのような
子高右上自体 7.5 3.7 5.0 -2.5 
関係を形成，評価専門家団体 5.5 10.8 13.2 7.7 
政治l:ilイ本 2.2 0.5 1.0 -1.2 しているのだろう
市民自体 4.5 4.2 4.3 -0.2 
か。学術文化団体 3.8 6.9 5.0 1.2 
趣味 スポーツ団体 2.9 1.2 1.0 -1.9 表 7-4は， I主
宗教団体 0.9 0.3 0.0 -0.9 
体全体の分布，諮その他 12.7 7.6 6.6 -6.1 
N 15，622 739 303 問機関に委員を派
































表7-5 諮問機関への参加とリソースの遣い 2. 5.媒介する資源
中央省庁(情報漉) 委託費 補助金 イ可が諮問機関に参加
非参加参加非参加参加i非参加参加 する団体と行政を結ぶ農林水産業団体 10.9 42.0 25.1 27.3 56.8 59.0 
経済業界団体 14.5 43.3 23.2 18.7 46.5 34.9 リソースなのだろうか。
労{動1'Il体 6.2 16.7 9.9 0.0 16.6 2.9 表7-5は，諮問機関教育団体 9.1 42.9 13.3 11.1 47.2 11.1 
行政関係団体 29.3 51.2 38.4 44.0 47.9 32.0 に参加しているかどう
福祉i立1本 9.9 40.7 44.9 33.3 60.1 63.2 かで，情報源、や行政か専門家団体 17.0 45.0 31.5 22.4 30.1 10.4 
市民団体 2.6 12.9 27.1 68.0 35.5 53.8 らの委託費や補助金の
学術文化団体 11.4 21.6 20.0 8.6 34.8 26.3 
受託率に差があるかどその他 12.0 41.8 19.7 18.5 30.9 33.3 
全体 12.0 37.8 24.5 22.2 42.6 34.1 うかを示している。表













































非参加参力1 ~I~参加参加非参加参加J ~I~参加参加非参加i 参加l
農林水産業 40.4 61.9 57.4 87.8 57.4 71.1 10.2 37.7 8.3 39.7 
経済業界 39.7 68.2 54.6 78.4 52.2 69.6 10.6 34.8 12.0 39.1 
労働 9.7 26.3 32.3 50.0 51.2 73.4 22.5 64.2 29.4 70.7 
教育 37.4 50.0 fレ1.0 79.2 41.1 78.6 9.8 37.5 12.6 36.0 
行政関係 43.3 66.7 61.3 73.0 44.5 60.5 5.6 33.3 7.5 22.9 
福祉 20.5 0.0 48.8 78.3 50.6 74.1 '10.8 52.2 11.2 58.3 
専門家 32.7 52.2 46.9 80.9 47.9 62.0 11.7 42.6 12.3 41.2 
市l~ 15.7 42.9 38.8 77.8 49.3 90.0 14.3 45.8 14.5 50.0 
学術・文化 23.1 61.5 52.1 78.0 35.2 58.8 8.1 31.0 8.5 20.0 
その他 25.5 35.7 48.7 62.0 37.3 67.3 8.8 35.4 10.3 35.7 
全体 27.0 53.6 50.7 75.5 49.0 69.0 11.4 39.9 12.4 40.8 





























































( 8 ) 民間部門と自治体レベルの天下りの概要は辻中・演本 (2009)を参照さ
れたい。より詳細な分析は，今後の課題としたい。
( 9 ) 敗戦直後の国家公務員法の成立過程については中野 (2008)を参照。
(10) 審査基準については， )1村(1994)を参照。
































ーの仮説はあまり支持されていない (Schaede1995; Nakano 1998)。






ケ・シェーデ (UlrikeSchaede)は， 1979年から1991年までの天下りを 7つの
産業の比較から分析している。そこから，企業開で利益が競合している度合
いと行政指導ーなどの裁量の大きい規制が，企業の行政へのアクセス確保を促

























法入社団財団その独立行特殊認可 NPO 民間 再就職取締役
数法人法人他政法人法人法人 部門 者数 相当
内閣府 71 30 31 。3 。 5 373 274 
国家公安委員会 40 16 21 。。。 。 2 265 163 
金融ri' 62 47 11 。。。2 。 2 165 116 
総務省 211 63 127 。? 6 4 。 9 1，573 618 
法務省 161 52 23 81 。。2 。 3 1，855 435 
外務省 102 38 58 。2 。。 3 432 362 
財務省 336 28 233 。3 4 2 。66 783 556 
文部科学省 1，034 151 517 305 22 2 33 l 3 3，271 1，676 
厚生労働省 724 319 355 15 12 。12 3 8 4，016 1，708 
農林水産省 365 206 122 。11 3 5 。18 2，146 1，224 
経済産業省、 473 192 221 。10 5 9 3 33 2，397 1，303 
I;RI土交通省 848 461 268 2 19 11 3 。84 6，422 2，832 
環境省 62 22 33 。 。l 4 262 217 
防衛省 210 7 12 。。。。。191 2，716 306 



















第7'1孝 行政ネットワー クにおける団イ本 173 
自治体へのポスト提表7-8 天下りを受け入れている団体(匝体分類別)
供をみると，全体で i主{本分類 ポスト提供 ポスト提供
1，631団体(10.4%)が (1翠)
(自治{本)
度数 % 度数 % 度数 % 
自治体にポスト提供を 農林水産業団体 2，777 17.8 74 11.3 274 16.8 
している。分類別にみ
経済業界団体 4，000 25.6 225 34.4 571 35.0 
労働団{本 1，184 7.6 21 3.2 25 1.5 
ると，経済団体の割合 教育団体 570 3.6 10 1.5 55 3.4 
は国の場合と同様に
行政関係団体 845 5.4 147 22.5 178 10.9 
福祉団体 1，175 7.5 33 5.0 203 12.4 
い一方で，地方自治体 専門家自体 857 5.5 33 5.0 80 4.9 
レベルでは農林水産業
政治団体 337 2.2 4 0.6 6 0.4 
1'民団体 704 4.5 2 0.3 24 1.5 
団体(16.8%)，福祉団 学術文化j主体 592 3.8 21 3.2 33 2.0 
体 (12.4%)の割合が 趣味 スポー ツi主体 460 2.9 6 0.9 32 2.0 宗教団体 136 0.9 l 0.2 2 0.1 
上昇している。 その他 1，985 12.7 77 11.8 148 9.1 
財団や社団を中心と


























1930jl三 1931- 1946- 1961- 1976- 1991-


































第7'1:孝 行政ネットワー クにおける団体 175 
では受託率が36.0%になる。 表7-9 天下りとリソースの関係
表からは，行政支援と天下りの有 (単位:%) 
無によって，委託費や補助金の受託 行政支援天下り 委託費補助金情報源なし なし 21.1 34.6 27.1 
率，留を情報源とする割合に違いが なし あり 20.1 19.6 54.5 


























行政支援天下り 幹部への ェ謀長ーへの からの I:t信9頼d:省aJ3 Z !? 協調度
長への働きかけ 働きかけ働きかけ 相談
や相談に関して，
なし なし 7.0 11.8 8.6 49.1 28.8 
なし あり 17.7 38.7 29.9 75.4 62.7 
天下りを受け入 あり なし 4.2 7.8 7.6 60.0 39.8 
れているかどう
あり あり 11.1 42.1 30.7 71.2 68.8 
{却jきかけや相談(ま， f3.あるおu交j以上の回答をしている団体の割合。
かによって，違 信頼度は， i3 ある程度Jtuこを選択した団体の割合。
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らい行いますか。 A.会員への投票の呼びかけ， B. 一般の人への投票の呼













i農t産林業 主業i界斉・ 労働 教育 行政 福祉 専門家 政治 市民 学文59術化2 ・スJ也rjfi床ーツ・関係













~ífum 会員 主i.¥# 会員
人員 ヨノヘミ民eヱz 資人 一般 会員
搬資ノ金寸ft資金 資一金般
資i謁 一般 関与 人員 一般































i主体分類 04年 05年 04年 05年 04年 05年 04年 05年 04年 05年
参 1< 参 衆 東"" 衆 参 衆 参
農林水産業 2，775 57.5 54.9 5.2 5.5 1.8 1.8 0.6 0.6 0.5 0.6 
経済業界 3，997 44.5 44.7 6.3 6.9 3.7 4.0 0.9 0.9 0.4 0.4 
労働 1，183 5.9 6.0 48.3 48.8 1.0 1.1 19.0 19.1 3.1 3.2 
教育 570 9.8 10.2 3.2 3.0 0.4 0.5 1.9 2.1 0.7 0.7 
行政関係 845 15.1 15.5 2.4 3.2 2.2 2.6 0.7 0.7 0.2 0.2 
福祉 1，175 11.3 11.5 3.7 4.3 1.4 1.5 0.2 0.2 0.6 0.6 
専門家 857 50.8 50.5 10.5 12.3 7.7 9.0 1.1 1.3 0.8 0.8 
政治 337 43.3 43.9 26.4 28.8 8.6 8.6 11.0 1.0 8.9 8.6 
市民 704 7.2 7.1 4.1 4.3 1.6 1.6 1.8 2.0 1.8 1.8 
学術文化 592 9.8 9.6 1.0 1.7 1.4 1.4 0.5 0.7 0.3 0.3 
趣味スポーツ 460 12.6 12.2 3.3 3.5 0.2 0.0 0.4 0.4 0.2 0.2 
宗教 136 19.9 19.1 7.4 8.8 0.0 0.7 0.7 2.2 0.0 0.0 































第8準 政権交代前夜における団体一政党関係の諸相 185 
思 8-2 団体分類別政党との接触率
1~農産林業 経業済界・ 労働 教育 行!謁係政 福祉 専門家 政治 市民 学文術化-ス趣4ポ6味ー0ツ・ 宗教














20 共産 自民 民主 自民
自民 民主 公1~1 共産
自民 共産 自民 自 J~
民主 民主 公社民IY1 民主 民主10 
公明 公明 民主 民主
公IY=J 公明 十共t公産 公民l主羽 1't共 民社共公民産公明 社共















自民接触 468 .453 .179 .179 複数の政党と接触す公明接触 .468 .448 .387 .366 
民主接触 453 .448 .574 .337 る場合は，どのような
1"::1:民接触 .179 .387 .574 .532 傾向があるのだろうか。
共産接触 .179 .366 .337 .532 




































































































































































1976 1986 1996 2005 
57.1 69.7 66.5 46.1 
13.7 1.4 8.4 5.1 
1.4 2.1 
13.7 11.4 9.8 7.2 
17.9 16.5 11.8 7.6 
8.8 8.7 
7.9 9.4 5.3 5.4 
10.0 11.0 7.6 4.4 
6.2 5.1 4.5 2.6 
4.9 4.3 3.7 3.3 
9.3 11.7 14.2 13.9 
1.0 1.1 
1.8 1.3 0.7 1.4 
25.3 17.0 20.0 34.1 
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自民党 民主党 社民党 共産党
低下変{ほし上昇 低下 変化なし 」二昇 低下変{ほし上昇 低下 変化なし 上昇
農林水産業 12.5 82.9 4.6 3.3 89.6 7.1 2.7 96.1 1.2 1.1 97.3 1.5 
経済業界 10.1 84.1 5.8 2.5 88.9 8.6 1.5 97.5 1.0 0.9 98.5 0.7 
労{効 3.7 88.1 8.2 2.7 73.6 23.7 14.3 80.2 5.5 3.8 93.1 3.2 
教育 4.9 85.8 9.3 1.8 91.0 7.2 3.6 93.8 2.6 1.8 96.9 1.3 
行政関係 5.4 91.1 3.5 1.1 94.5 4.4 1.1 98.1 0.8 0.5 98.9 0.6 
福祉 5.5 87.2 7.4 2.4 90.5 7.1 2.9 95.1 2.0 1.3 95.0 3.7 
専門家 7.0 81.9 1.1 2.4 84.3 13.3 1.9 96.3 1.8 0.5 96.7 2.8 
政治 7.2 81.1 11.7 4.3 76.6 19.1 6.9 84.8 8.3 2.1 93.0 4.9 
iI'i民 4.7 84.4 10.8 2.0 84.9 13.1 5.5 89.8 4.7 2.2 91.3 6.5 
学術・文化 3.3 92.2 4.5 1.5 93.9 4.7 2.7 95.8 1.5 1.7 97.8 0.5 
趣味・スポーツ 3.8 87.4 8.8 1.2 91.1 7.7 1.9 95.4 2.8 0.9 98.1 0.9 
'刀=士てァイl'X 1.8 95.5 2.7 0.0 94.5 5.5 0.0 98.1 1.9 0.9 99.1 0.0 
全体 7.9 85.8 6.4 2.3 88.5 9.2 3.3 94.7 1.9 1.4 96.9 1.8 










低下到tH上昇 低下政札上昇 低下変ft~L J_:昇 低下安似し上昇 低下変ftH上昇 {止下変ftH上昇
農林水産業 10.984.2 4.9 5.9 91.2 2.9 4.2 94.5 1.3 6.3 91.6 2.1 3.1 94.5 2.4 2.7 95.8 1.5 
経済業界 8.187.1 4.9 4.1 93.5 2.4 5.0 93.5 1.5 5.5 92.6 1.9 2.8 95.6 1.6 2.6 96.2 1.2 
労働 11.6 81.5 7.0 11.0 84.8 4.2 6.1 91.9 2.0 13.7 81.9 4. 6.4 90.3 3.3 7.9 89.5 2.7 
教育 1.8 94.5 3.7 1.1 96.8 2.1 0.3 99.5 0.3 1.1 97.9 1.1 0.8 99.2 0.0 1.1 98.7 0.3 
行政関係 3.0 95.7 1.3 1.5 98.0 0.5 2.2 97.5 0.3 2.2 97.3 0.5 1.5 97.8 0.7 0.7 98.8 0.5 
綿布1: 3.2 93.3 3.6 3.1 95.3 1.6 1.5 97.8 0.7 3.5 95.9 0.6 1.0 98.1 0.9 1.5 97.9 0.6 
専門家 5.6 83.6 10.8 3.3 92.6 4.1 3.3 94.4 2.3 3.5 91.3 5.2 2.8 93.3 4.0 1.9 96.9 1.2 
政治 10.5 77.0 12.5 9.0 80.0 11.0 7.4 88.3 4.3 8.9 82.2 8.9 6.3 88.0 5.8 5.2 88.0 6.8 
市民 3.7 92.8 3.5 2.2 93.8 4.1 1.1 97.5 1.4 2.2 95.4 2.4 1.6 96.5 1.9 1.9 96.5 1.6 
学術文化 1.9 95.9 2.2 1.7 96.9 1.5 0.5 98.8 0.7 2.2 97.3 0.5 0.7 98.5 0.7 0.7 98.5 0.7 
趣味スポー ツ 3.2 91.4 5.4 1.0 97.4 1.6 0.6 99.4 0.0 0.6 97.7 1.6 1.0 96.4 2.6 0.6 98.4 1.0 
宗教 0.9 96.3 2.8 1.0 99.0 0.0 1.0 99.0 0.0 1.0 99.0 0.0 1.0 98.1 1.0 1.0 97.1 1.9 
全体 6.9 88.3 4.8 4.3 93.1 2.6 3.5 95.2 1.2 5.0 92.9 2.1 2.5 95.6 1.9 2.4 96.2 1.3 


















4. 3. JIGS 1とJIGS2の比較(東京，茨城限定)
回答者の記憶という媛味なものに頼らずに 現在と過去とを比較すること








]IGS2 ]IGSl ]IGS2 選-挙活ず動 ]IGSl ]IGS2 ]IGSl ]IGS2 
東京 茨城 茨城 東京 東京 茨城 茨城
全体 全体 全体 全体 全イ本 全体 全体 全イヰミ
N 1，438 1，803 197 286 1，438 1，803 197 286 
自民党 25.2 23.1 43.7 32.5 投票依頼(会員) 11.4 14.4 38.6 28.7 
民主党 7.6 11.4 5.1 12.6 投票依頼(一般) 5.8 4.5 19.8 11.5 
社民党 5.9 4.3 4.1 4.5 資金援助 5.1 4.1 3.0 3.8 
共産党 3.8 4.2 2.0 5.2 人員援助 5.0 3.9 5.6 9.8 
公明党 8.3 3.1 会員を候補者と 5.1 3.9 14.2 8.4 
新進党 9.5 9.1 して推薦




N 35 107 57 72 35 107 57 72 
自民党 51.4 32.7 71.9 40.3 投票依頼(会員) 31.4 18.7 61.4 38.9 
民主党 2.9 7.5 0.0 6.9 投票依頼(一般) 17.1 2.8 31.6 9.7 
社民党 5.7 0.9 3.5 0.0 資金援助 0.0 9.3 5.3 5.6 
共産党 0.0 0.9 1.8 0.0 人員援助 11.4 0.0 3.5 8.3 
公明党 3.7 0.0 会員を候補者と 2.9 5.6 29.8 12.5 
新進党 5.7 7.0 して推j寓
経済
経済 ~J:i斉 経済 経済 帝王1斉・ 経済 帝王:斉
業界 業界 業界 業界
N 273 493 30 57 273 493 30 57 
自民党 35.5 26.2 46.7 47.4 投票依頼(会員) 11.0 14.2 13.3 22.8 
民主党 3.7 5.7 0.0 3.5 投票依頼(一般) 2.9 1.8 6.7 3.5 
社民党 2.2 0.8 0.0 1.8 資金援助 5.5 5.5 0.0 1.8 
共産党 1.8 1.2 0.0 1.8 人員援助 1.5 2.2 3.3 3.5 
公明党 8.1 3.5 会員を候補者と 4.8 3.2 6.7 7.0 
新進党 10.6 16.7 して推薦
労働 労f!lVJ 労働 労働 労働 労働 労働 労働
N 110 104 22 29 110 104 22 29 
自民党 17.3 15.4 9.1 10.3 投票依頼(会員) 40.0 52.9 54.5 51.7 
民主党 28.2 38.5 18.2 48.3 投票依頼(一般) 25.5 13.5 36.4 37.9 
社民党 29.1 22.1 22.7 31.0 資金援助 16.4 6.7 4.5 10.3 
共産党 15.5 19.2 4.5 17.2 人員援助 30.0' 6.7 22.7 13.8 
公明党 9.6 3.4 会員を候補者と 18.2 2.9 22.7 17.2 









































































































藤-松崎 1986: 107 -111) 0 自民党は，多様な!主体との接点を形成する上で，
1)ソースを配分する政権党の強みを活かしてきた(広瀬 1981)。しかし，この


































( 1 ) また，谷口将紀は1996年の総選挙で最も激戦となった静岡一区を分析し，
支持する党派等は明らかになっていないが，単一推薦を取りやめた企業・職
業団体，連合町内会があったことを明らかにしている(谷仁12004)。
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表9-3 民主党議席率と団体の接触パターン (単位:%) 
民主党 自民民主岳民・公明・社接触 一
議席率 中心中心民主型民・共産なし 一
0% 37.2 0.0 3.3 0.5 59.0 183 
1-20% 41.6 0.0 5.4 0.7 52.3 459 
農林水産業団体 21-40% 36.4 0.7 7.4 0.5 54.9 752 
41 -60% 36.2 0.8 11.2 0.8 50.9 475 
61 %.!-.J上 28.4 1.8 11.3 0.3 58.2 679 
0% 45.4 0.8 3.1 0.0 50.8 262 
1-20% 39.1 0.4 8.0 0.9 51.6 448 
経済・業界団体 21 -40% 35.5 0.7 5.8 1.4 56.6 861 
41-60% 28.2 1.1 11.3 2.1 57.3 812 
61%以上 26.6 1.2 8.8 1.1 62.4 1，322 
0% 7.7 37.2 3.8 28.2 23.1 78 
1-20% 2.8 44.4 8.3 25.0 19.4 108 
労{働!宝{本 21-40% 3.0 47.0 10.6 13.6 25.8 264 
41-60% 3.6 44.2 8.0 17.4 26.8 276 
61%以上 3.4 42.3 11.6 14.7 28.1 388 
0% 26.8 3.1 6.7 0.5 62.9 194 
政策受益団体 1-20% 17.3 1.3 7.5 2.1 71.7 375 
(福祉・専門家・ 21-40% 18.7 3.0 6.2 1.0 71.1 727 
教育・行政関係) 41-60% 16.0 2.9 8.7 1.5 70.9 726 
61%以上 14.9 2.6 11.2 2.0 69.3 1，081 
0% 29.6 7.4 11.1 11.1 40.7 54 
1-20% 24.7 8.6 12.9 10.8 43.0 93 
政治・市民団体 21-40% 21.2 10.1 9.7 15.2 43.8 217 
41-60% 15.5 11.0 12.7 13.1 47.8 245 
61%以上 17.2 12.1 18.1 11.6 41.0 354 
0% 20.0 1.2 5. 2.4 70.9 165 
1-20% 12.6 2.2 5.6 1.9 77.8 270 
その他 21 -40% 18.4 1.4 7.3 2.0 70.9 564 
41-60% 11.4 2.3 9.3 2.3 74.7 656 
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3 団体の政党推薦
3. 1.政党推薦のパターン


















る。 2004年と2005年の推薦行動には非常に強い相関 (0.93，1 %水準で有意)
があるため，以下では2004年に絞る。
次に，これらの推薦パターンを団体分類別にみていこう。表9-5は，








表 9-4 都道府県別の国政選挙時の政党推薦パターン(単位:%) 
2004{f参議院議員選挙 2005年衆議院議員選挙
自民 自民 民主 2党への 自民 自民・ 民主 2党への
中心民主型 rjl心推薦なし 中心民主型中心推薦なし
鹿児島県 47.0 0.8 6.4 45.8 ] 揺井県 45.9 3.8 3.8 46.4 
2 -ノk: 7H~ヨマ 45.7 0.5 6.0 47.7 2 大分県 45.7 0.5 5.5 48.2 
3 宮崎県 45.5 0.9 2.3 51.4 3 鹿児j詰県 44.7 1.1 7.6 46.6 
4 愛媛県 45.3 1.6 2.7 50.4 4 愛媛県 44.6 1.6 2.7 51.2 
5 福井県 44.8 4.4 3.3 47.5 5 宮崎県 42.3 0.9 2.7 54.1 
6 佐賀県 42.3 4.2 2.1 51.4 6 佐賀県 40.8 7.0 2.1 50.0 
7 fi"¥ 、 μi主~lY，lて 40.2 0.0 2.3 57.5 7 熊本県 38.0 3.5 5.5 52.9 
8 秋田県 40.1 2.2 4.4 53.3 8 秋田県 37.9 2.2 4.0 55.9 
9 1f~本県 38.4 3.1 5.1 53.3 9 徳島県 36.2 1.7 2.9 59.2 
10 寓iJJ県 38.0 1.0 2.1 58.9 10 ;)~城県 36.0 1.7 5.9 56.3 
1 茨城県 37.1 1.4 6.6 54.9 1 稿!再県 36.0 5.3 6.7 51.9 
12 島根県 36.9 0.6 5.7 56.7 12 島根県 35.7 0.6 5.7 58.0 
13 福i河県 35.6 4.5 5.9 54.0 13 和歌山県 34.5 2.1 4.1 59.3 
14 香川県 34.0 1.5 5.6 58.9 14 富山県 33.3 1.6 3.1 62.0 
15 山梨県 33.8 3.8 3.0 59.4 15 石川県 32.9 2.7 6.2 58.1 
16 鳥取県 33.6 1.6 4.8 60.0 16 栃木県 32.2 5.2 5.2 57.3 
17 石川県 33.3 2.3 5.4 58.9 17 香川県 32.0 2.5 6.6 58.9 
18 ，珂11¥早 32.9 1.4 5.8 59.9 18 群馬県 31.8 4.9 3.4 59.8 
19 新潟県 32.4 2.9 6.4 58.3 19 日(;JLJ県 31.8 1.4 5.8 61.0 
20 奈良県 32.4 2.9 4.9 59.8 20 静岡県 31.4 3.1 6.6 58.8 
21 和歌山県 32.4 2.1 3.4 62.1 21 奈良県 31.4 2.9 4.9 60.8 
22 群馬県 31.4 4.9 3.8 59.8 22 長崎県 30.8 5.6 5.6 57.9 
23 1仁i県 31.3 1.9 5.2 61.6 23 山仁i県 30.6 1.9 5.6 61.9 
24 静岡県 31.0 2.2 6.0 60.8 24 山梨県 30.1 5.3 3.8 60.9 
25 福島県 30.9 10.8 5.8 52.5 25 新潟県 29.4 3.1 7.2 60.4 
26 栃木県 30.7 5.6 4.5 59.2 26 福島県 29.0 11.2 6.2 53.7 
27 長崎県 29.9 5.1 5.6 59.3 27 鳥取県 28.8 0.8 4.8 65.6 
28 青森県 28.3 4.9 2.3 64.5 28 北海道 27.6 3.8 11.0 57.5 
29 三重県 28.2 6.2 3.9 61.8 29 長野県 26.5 11.6 5.4 56.5 
30 北海道 27.8 3.4 10.3 58.5 30 青森県 26.4 4.5 2.6 66.4 
31 千葉県 27.7 2.5 4.2 65.6 31 三重県 25.9 7.3 2.7 64.1 
32 1皮卒県 25.8 1.7 4.9 67.5 32 千葉県 25.7 2.5 5.0 66.8 
33 長野県 25.7 11.2 5.4 57.7 33 広島県 25.1 2.9 6.0 66.1 
34 広島県 25.6 3.1 6.3 65.0 34 兵庫県 24.9 3.5 6.6 65.1 
35 山形県 25.5 6.7 5.9 61.9 35 ¥岐阜県 24.6 1.4 4.9 69.0 
36 宮城県 25.2 3.5 3.2 68.1 36 高知県 24.4 1.5 5.6 68.5 
37 iN:llit~~ 25.2 1.4 2.4 71.0 37 i'[J縄県 23.8 1.9 2.9 71.4 
38 兵j車県 23.8 2.6 7.2 66.4 38 愛知県 23.5 4.4 5.8 66.3 
39 愛知県 23.5 4.0 5.3 67.2 39 宮城県 22.3 5.5 2.9 69.4 
40 滋賀県 23.2 5.6 7.0 64.1 40 山形県 21.8 7.5 6.7 64.0 
41 高知県 22.8 2.0 5.1 70.1 41 京都Jft 21.0 4.9 5.2 68.9 
42 :fj{者ISJ奇 21.0 4.5 4.9 69.6 42 埼玉県 19.2 3.6 3.3 74.0 
43 埼玉県 20.4 3.3 2.7 73.7 43 神奈川県 18.9 5.6 7.6 67.9 
44 神奈川県 17.5 5.4 7.4 69.7 44 滋賀県 18.3 7.7 7.0 66.9 
45 岩手県 16.2 10.5 4.6 68.7 45 岩手県 16.2 10.5 4.6 68.7 
46 大阪府 14.6 3.5 6.6 75.3 46 大阪府 15.9 3.1 6.6 74.5 
47 東京都 14.2 2.4 3.1 80.3 47 東京都 13.4 2.7 3.1 80.8 
全体 27.6 3.6 5.2 63.6 全{本 26.9 3.9 5.4 63.8 
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表 9-5 2004年参議院選挙時の政党推薦(相関係数)
f廷1.1J.;米担任 経i百 労働 政策受益 市民 その他
北海道 0.06 0.07 0.11 0.27*** -0.18ネ 0.20料*
ミZまr司対事ミu巨1てi 0.25料 0.34** -0.20 0.14 -0.17 0.41件*
岩手県 0.28* 0.55叫ネ 0.77同* 0.63*** 
宮城県 0.27** 0.16 0.13 0.15 0.18 0.35料*
秋田県 0.13 0.21 -0.55*同
LI )1';県 0.19 0.38*"取 -0.06 0.32同 -0.22 0.67*料
福島県 0.24火 0.36木川 0.07 0.36** -0.10 0.46*** 
茨城県 0.18 0.19 -0.11 0.31 * 
栃木県 0.14 0.27ネぷ 0.47子主化 -0.09 0.41 *帥
群馬県 0.13 0.26 0.43料火 0.23 0.33** 
埼玉県 0.02 0.14 -0.10 0.51料品 。.55吋点 0.31料学
千葉県 0.18 -0.20 0.37以* 0.05 0.28ド同
東京都 0.12 0.28*ド1< -0.04 0.25料点 0.32同ド 0.30*** 
神奈川県 0.18 0.32本同一0.13 0.53**詞 0.14 0.39仲*
新潟県 0.03 0.15* 0.31'!料 -0.22 0.32本傘ネ
富山県 0.13 
石)1県 0.23 0.01 0.09 -0.25 0.12 
千百-:J:I:県 0.09 -0.38 0.37京* -0.11 0.46字学
山梨県 0.06 0.34* 0.40*宇
長野県 0.30持 0.41 *料 0.25 0.21料 0.01 0.44同キ
岐阜県 0.28帥ネ -0.27 0.20不 0.06 
静i両県 0.11 0.06 0.11 -0.21 0.31 *** 
愛知県 0.24** 0.18*水 0.13 0.19* 0.34料 0.18持*
三重県 0.19 0.29** -0.18 0.52本件 -0.11 0.34ネ永
滋賀県 0.42キ学 0.54*同一0.10
京都府 0.28 0.38件* -0.15 0.11 0.40*ネ*
大阪府 0.26件* 0.02 0.37キ料 -0.07 0.35料永
兵J!jI県 0.01 0.27持料 -0.19 0.20“ 0.23 0.18ネ
奈良県 0.36* 0.15 
手iは:fk11県 0.16 0.39** 
鳥J]X:県 0.13 0.49 -0.11 -0.11 
島根県 0.14 -0.13 
i詰Jl1県 -0.01 0.02 -0.16 0.19 
広島県 -0.03 0.16 0.14 0.28*な -0.12 0.15 
UJ仁i県 -0.21 0.14 0.38之 0.10 -0.09 0.07 
徳島県 -0.22 -0.08 -0.11 
香川県 -0.25 0.04 -0.17 0.21 -0.41 0.32・3
愛媛県 0.10 -0.29 0.05 0.46*** 
高知県 0.21 * -0.13 0.25 0.38** 
福岡県 -0.06 0.25*担 -0.01 0.08 0.04 0.08 
住賀県 0.12 0.05 1.00*** -0.09 -0.27 0.40ネ
長崎県 0.22 0.27* 0.42*同一0.20
熊本県 0.14 0.16 -0.26 0.20 -0.22 0.32*持
大分県 0.13 -0.24 0.10 
1311奇県 0.23 0.22 
鹿児島県 0.09 -0.19 -0.28 
係数はファイ係数 料水は 1%水準，料{ま 5%水準，什ま10%水準で有意。
正の1'1]1潟は. j~1 民と J:I!:主両党に!百!じ行動(ドlij1t. ~W I.樗. ~fn湾なし)を!I;(る{可ljíiJ を示している。
逆lこ. f当のキ1渇は. j~l J乏と民主のどちらか一方のみをtfn箆していること示している。
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1-20% 59.3 3.1 
農林水産業i主体 21 -40% 56.7 2.8 
41-60% 53.2 5.5 
61 %以上 44.3 6.0 
0% 57.8 0.7 
1-20% 49.9 2.7 
経済・業界団体 21-40% 43.1 3.1 
41-60% 37.4 7.4 
61%以上 30.8 7.2 
0% 8.6 0.0 
1-20% 4.4 1.8 
労働団体 21-40% 2.5 4.0 
41-60% 3.8 1.4 
6l%t:U二 3.4 2.0 
0% 23.0 1.4 
政策受益団体 }-20% 21.7 3.5 
(福祉・専門家 21-40% 20.4 2.8 
教育・ 1T政関係) 41-60% 20.4 3.9 
61%以上 13.2 4.1 
0% 26.7 1.7 
1 -20% 25.0 2.1 
政j台.rliJ毛IJH本 21-40% 17.7 0.0 
41-60% 13.7 0.8 
61%以上 15.7 3.9 
0% 19.8 2.2 
1-20% 19.1 3.0 
その他 21-40% 17.9 2.0 
41-60% 12.9 3.1 







































































































































a)なし む)一方のみ c)両方 (c)一位)
63.4 60.7 75.0 11.6 
56.6 68.1 67.9 11.3 
58.1 64.6 76.5 18.4 
55.0 67.4 66.7 11.7 
46.8 51.1 65.2 18.4 
日.8 63.5 64.7 9.9 
46.8 58.1 63.2 16.4 
49.8 44.4 56.4 6.6 
41.5 53.0 49.2 7.7 
36.0 46.8 47.5 11.5 
25.5 23.6 21.1 4.4 
28.1 25.0 22.0 -6.1 
27.3 21.3 14.4 -12.9 
27.8 26.6 23.0 -4.8 
15.3 18.7 17.4 2.1 
下の範囲をみると，全て負になっており，委託費や補助金を受けていない団
体の方が自民党推薦率は高い 70












( 7 ) ただ，政策受益団体に含めた専門家団体だけをみると，経済団体等と同
様に，委託費や補助金を受けているほど，自民党推薦の割合は上昇する。
















10 I . m--竺三〉竺二~一一一一一三?竺-1"竺rlごと一一国凶-..._
昨却が~ -~句3・時四曲目一 一
01 一一『酔時四唱曲目崎 t 岨四四国ー輔図
(N::::711) 
革新
2 3 4 5 6 

















jAf率 農業 経j斉 労働 政策受益
0% 0.18*** 0.32料* 0.45料* 0.20** 
1-20% 0.21 *林 0.22*料 0.44料* 0.28キ料
21-40% 0.16料* 0.10仲* 0.36料必 0.20*帥
41-60% 0.19*料 0.19*** 0.38料* 0.14料*






0.09* -0.07 -0.11 
-0.01 -0.10*キー0.03
-0.03 -0.03 -0.05 
0.00 -0.04 0.04 














属を考慮して， 6 人の事例(小沢一郎，玄葉光一宮I~ ， } 1端達夫，筒井信隆，
小泉俊明，石i謁貴史)を扱う。初当選時をみると，小沢は自民党，玄葉は無
所属からさきがけ
































































8.1 6.5 83.9 
18.6 9.3 60.5 
4.8 7.9 68.3 
1.5 1.9 65.7 
0.0 15.0 55.0 
4.0 2.0 56.0 
8.3 。。 83.3 
40.0 0.0 60.0 
0.0 0.0 75.0 
4.8 0.0 57.1 
0.0 。。 40.0 
0.0 。。 40.0 
25.0 12.5 62.5 
45.5 0.0 36.4 
12.5 0.0 43.8 
0.0 0.0 66.7 
0.0 0.0 50.0 
0.0 0.0 53.3 
0.0 40.0 60.0 
14.3 57.1 28.6 
0.0 62.5 37.5 
0.0 85.7 14.3 
0.0 50.0 50.0 
0.0 0.0 100.0 



























































































































































































ロピイングlìiJê. ~lìj を理念的に分類する際に月3 いられるのが，政治的アクター
に直按働きかけるかどうかという基準である。これにより，インサイド戦術
とアウトサイド戦術に分類される (Gaisand Walker 1991; Kollman 1998;石生

















































16.2 14.1 2.2 















































15.5 11.5 2.5 
16.9 34.3 1O.l 
17.5 13.0 2.0 




19.8 17.3 3.4 
12.8 5.8 1.1 
18.0 20.3 3.5 
15.9 11.8 2.4 
17.0 20.7 5.6 
17.7 22.0 5.4 














































表10-2 自体分類別のロピイング戦術の分布(全国・世界レベル) (単位:%) 
与党野党 省庁 体 コメント 者 作成知識動員 行動
農林水産業 26.0 10.1 21.7 27.7 12.9 14.0 29.9 28.6 9.8 
経済・業界 17.9 4.4 26.4 16.1 11.7 13.4 13.0 13.3 1.5 
労働 16.6 55.0 34.3 40.2 31.5 42.7 26.1 31.8 47.2 53.0 
教育 23.5 7.8 25.0 13.1 16.8 20.0 15.3 6.2 
行政関係 19.3 17.6 14.6 12.9 18.1 4.9 
福祉 22.7 10.0 16.8 27.1 25.2 6.9 
専門家 18.3 8.5 19.7 12.7 20.3 1.7 
政治 54.5 46.7 46.7 61.4 58.7 44.4 
市民 23.5 15.2 31.3 30.3 34.0 15.2 
学病・文化 8.1 6.2 6.3 4.1 6.2 0.4 
趣味スポーツ 10.9 2.8 7.3 13.6 9.2 0.9 





































9.2 11.9 31.9 
9.9 8.9 25.7 
23.5 21.5 
7.6 13.0 22.0 
8.5 12.2 22.9 
12.2 13.1 26.7 
11.2 10.4 26.3 
37.8 31.1 51.1 
30.3 13.3 36.8 
8.3 7.0 20.0 
7.4 4.6 13.9 
6.4 10.6 12.8 
5.8 7.3 18.6 










集会への参加 (81.1%)，署名 (79.4%) が120 
44 ほぼ 8割と非常に高く，野党との接触
98 
(55.0%) ，直接行動 (53.%)，他国体との連246 




















































( 3 ) 自治体は中央レベルの政策過程ではメイン・アクターたりえず，むしろ，
政策過程へ影響を媒介していると考えられる。
( 4 ) 労働団体は経済的・職業的利益を反映するセクタ一団体であるが，白本
の現状では体制批判という側面があり価値推進国体として扱うのが適当だと
される(村-t~ミ-伊ïJ，主・辻中 1986) 。




































A光Zι 均即ヴ山己. 中央 自治パブリック 有力 法案専門 会員 11">"]j-， 品〈 直接
ヲー 省庁体 コメント 寺
農林水産業 18.4 3.7 12.9 き託金 6.8 2: 
経済業界
労働 14.2 46.2 11.9 47.6 22.0 32.3 10.6 21.1 
教育 14.5 7.6 6.4 11.1 14.7 4.6 18.2 
行政関係 10.1 3.8 10.1 9.2 11.6 4.0 7.4 10.1 11.2 1.7 
福祉 10.9 9.3 6.3 15.4 16.3 6.8 13.0 22.9 6.6 
専門家 26.2 10.5 11.5 18.3 20.8 7.0 16.9 27.7 3.0 
政治 46.8 40.9 24.4 40.0 41.3 38.8 51.8 63，0 29.2 
市民 12.2 15.9 9.9 25.6 25.8 7.4 27.2 21.4 34.7 13.6 
学術文化 9.3 4.5 7.5 16.1 17.9 5.5 9.5 23.6 20.4 1.8 
趣味スポーツ 6.0 2.2 3.4 7.8 11.9 2.6 6.7 11.2 7.5 0.7 
「非常に頻繁Jr頻繁Jrある程度jの割合の和。
Nは各立mで欠損値の数が異なるが，ここでは与党についてのものを示している。
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(単位:%) 治，労働，市民の 3つの団体分類において
マスメ 記者 意見 {世間体と
N ロピイング、活動は盛んである。活動の傾向
デイア会見広告 の連合
も類似しており，政策形成のメイン・アク12.4 1.9 5.0 22.0 2，108 
18.3 4.5 6.3 24.4 3，071 ター以外への接触(野党，有力者への接触)
29.0 15.1 16.5 854 
とアウトサイド戦備全般で顕著である。 1li18.6 6.9 7.1 331 
9.2 1.8 5.0 603 値推進i主体が政策形成のメイン・ルート以
19.7 4.7 6.9 23.1 835 
外の手段を用いてでも主張や要求を行って16.1 4.7 13.0 25.5 600 
47.4 39.8 25.1 42.7 250 いることが確認できる。ただし，全国-世
12.9 10.4 32.0 490 
界レベルで活動する団体とよとべると，活動7.2 9.4 24.6 227 
3.0 5.2 7.5 268 は盛んではない。農林水産業団体や経済・
1.5 0.0 1.5 3.0 66 
業界団体については，与党との接触と自治
16.6 4.7 7.2 19.8 1，193 







































τ!.:}~1: 野党 "13央省庁 集会 マスメディア N 
]IGS ]IGS 変化 ]IGS ]IGS 変化 ]IGS ]IGS 変化 ]IGS ]IGS 変化 ]IGS ]IGS 変化 ]IGS ]IGS 
1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 
農林水産業 35.7 21.1 -14.6 7.1 7.0 -0.1 85.7 62.2 -23.6 7.1 20.3 13.1 35.7 18.8 -16.9 16 78 
経済業界 20.2 17.7 -2.5 5.0 4.1 -1.0 57.7 68.6 10.8 2.6 10.3 7.7 26.2 32.6 6.4 147 290 
労働 31.6 18.2 -13.4 42.5 57.1 14.6 46.3 58.8 12.5 29.7 80.0 50.3 26.3 51.4 25.1 49 41 
教育 18.3 24.0 5.7 7.4 2.7 -4.7 33.7 48.7 15.0 6.4 6.8 0.3 14.8 27.0 12.2 98 86 
行政関係 14.9 20.9 6.0 6.3 7.1 0.8 50.0 68.9 18.9 0.0 17.1 17.1 11.1 31.7 20.6 87 50 
福祉 15.2 28.6 13.4 6.1 11.9 5.8 42.9 45.5 2.6 12.1 15.9 3.8 24.2 33.3 9.1 44 52 
専門家 14.6 11.9 -2.7 4.6 7.6 3.0 40.9 43.3 2.4 1.1 9.1 7.9 18.0 19.7 1.7 112 77 
政治 53.8 84.6 30.8 38.5 61.5 23.1 46.2 61.5 15.4 50.0 61.5 1.5 36.4 38.5 2.1 13 16 
市民 42.3 42.9 0.5 34.6 45.7 11.1 53.8 54.3 0.4 16.7 43.2 26.6 57.7 51.4 -6.3 30 42 
「非常に奴繁Ji綴繁Jiある程度jの割合の平1
Niま各項 I~I で欠損佑の数が災なるが，ここでは与党についてのものを示している。
( 7 ) 労働団体の与党接触が減少しているのは，先に本論中で述べたように，
労働政策過程が変容し 労働団体の参入回路が閉ざされてしまったことが理
由として考えられる。
























































れると考えられる (Kitschelt1986; Kriesi et al. 1995) 0 直接的な要求が通らな
( 9 ) このほか日本の圧力団体のロピイングを対象として選挙i!JIjJ支改革と組織






第10章 利益団体のロピイング 229 
いならば，集会なとぐの示威的行動やマスメディアを介することで問題の所在
を広く知らしめて世論を喚起し，政治的アクターに対して間接的に影響を及


































議員議員省庁 幹部 謀長 記者 記者
農林水産業 57.9 50.9 41.2 43.4 57.0 43.4 22.4 228 
経済業界 44.1 30.6 61.1 23.4 39.8 54.0 16.4 483 
労働 77.5 78.8 26.1 41.4 38.7 41.4 21.2 222 
教育 47.8 43.4 50.3 37.1 45.9 53.5 29.6 159 
行政1*1係 40.8 36.9 62.1 35.9 57.3 37.9 21.4 103 
ネ話相: 45.7 48.6 36.0 35.4 40.0 49.1 25.7 175 
専門家 40.4 33.3 46.1 25.5 44.7 48.9 24.8 141 
政治 86.8 73.6 45.3 54.7 54.7 60.4 41.5 53 
市民 66.9 66.1 39.7 52.9 57.0 78.5 54.5 121 
学術文化 30.3 22.8 51.8 23.8 32.9 49.5 24.1 307 
趣味スポーツ 46.6 38.9 30.5 37.4 39.7 61.1 42.7 131 
d刀ァτタ#xλ 35.1 38.6 8.8 22.8 14.0 17.5 15.8 57 
その他 44.6 50.6 35.6 42.3 49.7 51.5 30.6 435 
全体 48.5 44.4 44.0 34.8 43.9 50‘6 26.2 2，615 
NI止各項!~!で欠t~l1砲の数が~í~なるが，ここでは臨会議員についてのものを示している。
).(字は各政治的アクター で，上位3f立lJ、!大!に含まれる団体分類。














は政治 (54.7%)，市民 (52.9%)，農林水産業 (43.4%)，労働 (41.4%)の
各国体分類の割合が4割以上と高い。課長については行政関係 (57.3%)，農
林水産業 (57.0%)，市民 (57.0%)，政治 (54.7%)の各国体分類で 5割以上

























(65.5%) ，農林水産業団体 (65.5%)，政治団体 (61.4%)が高く，地方議員





中央省庁については，経済・業界団体 (75.5%)，行政関係団体 (77.9%)， 
232 
表10-6 団体分類別の政治的アクターに対する信頼の程度(単位:%) 
国会議員 地方議員 中央省庁 i室長 自治体 裁判所 N 
65.5 70.7 66.7 71.5 59.2 165 
経済業界 54.9 47.1 75.5 50.6 57.5 52.7 54.3 52.8 344 
労働 74.0 78.8 41.5 56.1 53.2 41.9 60.8 54.4 192 
教育 59.0 54.7 65.8 58.3 56.5 57.7 68.9 55.7 117 
行政関係 58.7 52.2 77.9 68.6 69.9 54.3 63.8 62.9 75 
福祉 66.1 68.6 63.1 68.9 70.9 65.1 68.6 64.6 112 
専門家 55.0 48.9 63.9 53.7 59.4 59.6 63.5 56.0 101 
政治 61.4 69.8 50.0 63.4 50.0 41.9 66.7 46.3 44 
市民 65.5 64.0 55.8 62.2 67.4 69.2 72.1 54.5 87 
学術文化 52.2 43.5 73.4 49.4 57.4 67.4 70.2 58.6 180 
趣味-スポーツ 58.9 56.3 64.0 64.4 68.9 71.0 69.7 59.3 90 
，刀三ァτ1ィ~'vλ 43.9 51.2 41.5 65.0 65.9 61.0 62.5 70.0 41 
その他 56.8 53.4 57.7 57.1 61.3 59.7 62.2 51.0 273 


















メディアと向様に，市民 (72.1%入学術・文化 (70.2%) 趣味・スポーツ
(69.7%)の各自体分類で高い傾向をみてとることができる。これらの団体は
マスメディアを介した先にいる対象として，世論を捉えていると推察できる。


































団体分類 与党 3守党中央省庁都道府県司lUT村 マスメの官僚 デイア N 
農林水産業 4.5 3.9 4.6 4.7 4.8 4.2 156 (50) 
経済業界 4.4 4.0 5.1 4.6 4.5 4.3 309 (127) 
労働 2.4 5.3 3.2 4.1 4.2 3.8 181 (48) 
教育 4.3 4.0 4.6 4.4 4.4 4.2 108 (40) 
行政関係 4.3 3.9 5.5 4.8 4.8 4.0 73 (17) 
福祉 4.3 4.0 4.5 4.4 4.6 4.4 101 (42) 
工手門家 4.2 4.0 4.2 4.3 4.3 4.2 92 (32) 
政治 3.4 4.4 4.5 4.2 4.2 4.0 38 (17) 
市民 3.6 4.3 3.7 4.2 4.5 4.6 88 (21) 
学術-文化 4.1 3.9 4.5 4.3 4.3 4.5 178 (74) 
定自i床 スポー ツ 4.0 3.8 4.5 4.4 4.7 4.8 89 (21) 
万三教 4.1 3.9 3.9 4.3 4.5 4.3 35 (14) 
その他 4.0 3.9 4.1 4.3 4.6 4.3 253 (96) 

















































































































































































































)1員{立 j也方 全i主i 全14'
1 1立中央省1'のW:1I;そ 5.6に5 1']央省庁の官僚 5.72 1:]央省r'i'の官僚 5.66 
2位与党 5.64 与党 5.46 て!:j-1/t. 5.61 
31立 1吉相官邸 5.30 10相官邸 5.19 首相官邸 5.25 
4位経済業界i主体 5.21 経済業界団体 5.10 経済業界i主体 5.19 
51立 マスメテ‘イア 4.69 マスメディア 4.71 マスメディア 4.69 
61立大企業 4.61 大企業 4.48 大企業 4.59 
7位行政関係団体 4.34 外国政府 4.22 政治団体 4.31 
81立政j台|主体 4.34 政治団体 4.17 行政関係団体 4.31 
9位都道府県 4.26 行政IVJ係13'/1;本 4.12 農林水産業団体 4.22 
10位 農林水産業団体 4.23 農林水産業団体 4.12 都道府県 4.22 
1位外国政府 4.21 都道府県 4.02 外国政府 4.21 
12位国際機関 3.88 j主11~f;号機関 3.93 国際機関 3.88 
13位労働団体 3.84 労働団体 3.85 労{創立H本 3.85 
14位li'J-党 3.84 野党 3.81 野党 3.83 
15位 TlllI]"村 3.82 教育団体 3.74 ，11]"村 3.77 
16位教育団体 3.70 専j"J家1/1;本 3.57 教育団体 3.71 
17位福祉区!体 3.64 福祉i主体 3.57 福祉|主{本 3.63 
181立専門家1体 3.61 市1)"村 3.48 専門家i主体 3.61 
19位警察 3.52 警察 3.44 警察 3.51 
20位 市民在日本 3.38 裁判所 3.36 裁判所 3.38 
21位裁判所 3.38 宗教i主体 3.32 市民団体 3.36 
22位宗教団体 3.23 ili民i主{本 3.30 宗教団体 3.25 
23151: 学術文化団体 2.96 学術文化団体 3.06 学術文化団体 2.98 
24位外i主!のi主体 2.90 外 I~I の!主{本 2.99 外国のi主材、 2.91 
25位趣味スポーツ団体 2.61 j臨床 スポーツi主体 2.67 趣味 スポーッi主体 2.62 
261立1Il]内会 自治会 2.43 暴力団 2.32 1]"1司会 自治会 2.40 
27位暴力回 2.29 Ilr内会自治会 2.20 暴力団 2.29 
N 9，059 (2844) 1，631 (601) 10，690 (3445) 













農林・水産業 経済・業界 労働 教育 行政 ?
???????
11立官僚 5.36官僚 5.42 
2位農水団体 5.10経済団体 5.16与党 5.48教育自体 4.66与党 4.49福祉i主体 4.87
3位与党 4.89与党 5.10経済団体 5.43与党 4.61行政関係 4.36与党 4.65 
4位経済団体 4.63首相官邸 4.47首相官邸 5.00 メディア 4.23経済自体 4.29ilillJ村 4.45 
5位都道府県 4.47都道府県 4.39大企業 4.87首相官邸 4.22都道府県 4.02都道府県 4.42
6位 市町村 4.27 メディア 4.28 労働団体 4.84 都道i府宥初!県リ県.~ 4.1ロ2i苔芸4杭相E!'i官Z正邸[i3.9ω9 行政l悶期{係系 4.28 
7 f位立 i首ヨ古勾.iキ羽'1川i
81位立 行政i関詣係 4.0ω9 行政i関謁{係系 4.20 町野，党 4.5臼4行政i凶共諮;係 3.9鉛8 メテデ?イ ア 3.8部6首キ羽拐i目r的ド打'1官!自き吉，邸 4.0ω 9 
9f位立 メデデfイア 3.7乃9市l限阿H町I村 4.0似4政治i出主{体本 4.3羽4市町村 3.79大企業 3.58経済団体 3.96
10位政治泣i体 3.61農水団体 3.71行政関係 4.18大企業 3.67労働団体 3.35市民団体 3.73



























官僚 5.44官僚 6.06官探 5.32官僚 5.28 I~'僚 4.62官僚 5.00 
与党 4.70与党 5.29 メディア 4.45学術団体 4.20趣味i主体 4.39 メディア 4.08
経済団体 4.47経済団体 5.00与党 4.35 メディア 4.19 メディア 4.15宗教団体 4.06
都道府県 4.15政治団体 4.81経済j主体 4.19与党 4.07教育団体 3.91与党 3.91 
首相官邸 4.07首相官邸 4.81首相官邸 4.03経済団体 3.85都道府県 3.75教育団体 3.62
行政関係 4.05 メデイア 4.70都道府県 4.02首相官邸 3.73ilillT村 3.74経済団体 3.50
専門団体 4.03行政関係 4.47市町村 4.02教育団体 3.72行政関係 3.58福祉団体 3.48
メディア 3.99農水団体 4.38行政関係 3.89行政関係 3.63経済i主体 3.41首相官邸 3.38
市町村 3.87都道的県 4.36市民団体 3.88都道府県 3.54与党 3.26都道府県 3.33
大企業 3.68市Il町村 4.29大企業 3.76専門団体 3.47大企業 3.14行政関係 3.17














( 6 ) 団体分類がイッシューによって定義されない市民自体においては，市民
団体自身がどのような利益を代表しているのか明確ではないため，自国体の
影響力が低く評価されていると考えられる。
( 7 ) また，利益団体について通説的に言われる少数者の過剰代表とも整合的
























まったあまり ある程度かなり 非常に 政治団体の70%
程度が「ある程
経済業界 8.8 37.8 37.9 11.7 3.7 3，946 度J以上の影響
労i到J 7.9 39.7 42.2 7.8 2.4 1，160 力があると回答
教育 12.4 44.6 32.0 8.1 2.9 556 
行政関係 15.6 39.1 31.4 8.7 5.2 814 しており，他の
福祉 13‘6 35.3 34.9 12.0 4.2 1，154 団体分類よりも専門家 10.1 40.7 35.9 9.5 3.9 845 
政i古 5.5 21.9 51.7 17.6 3.3 329 多い。経済-業
市民 12.7 36.3 41.6 8.5 1.0 695 
界団体は評判法学術文化 22.3 40.4 28.2 6.6 2.4 574 
組i床スポーツ 20.1 41.1 26.3 9.5 3.1 453 では高い影響力
宗教 42.2 39.3 11.9 3.7 3.0 135 を示していたが，その他 20.5 41.4 26.6 8.9 2.6 1，903 
全体 12.1 37.9 35.4 10.8 3.7 15，278 ここでは高い影





































国政実施 国政阻止 自治体実施 自治体阻止 N 
地方全国地方全!型地方全i型地方全国地方 全国
農林水産業 10.2 22.0 8.3 20.2 18.3 20.0 15.0 15.7 1，961 168 
経済業界 11.6 16.3 13.0 19.1 19.9 7.9 18.1 6.7 2，801 369 
労働 22.8 34.4 29.0 44.6 35.2 29.6 39.7 33.3 769 180 
救山→ド寺ー 8.0 20.0 11.7 20.0 17.8 11.8 19.3 12.0 311 120 
行政関係 6.0 14.1 7.0 16.5 8.6 10.1 7.2 2.7 547 78 
福祉 9.7 27.0 11.0 23.6 18.1 17.4 17.5 15.4 765 11 
専fl'家 13.4 22.9 14.1 21.4 20.3 13.7 17.5 11.8 553 105 
政治 31.4 55.0 28.6 56.8 56.9 42.5 52.3 41. 7 223 40 
rlT民 14.1 23.4 14.4 24.4 31.3 24.4 28.3 24.1 434 94 
学術文化 7.4 13.0 8.9 10.2 20.4 6.7 21.4 5.0 216 230 
趣味スポーツ 2.4 7.3 2.1 5.2 6.1 6.3 6.6 5.2 247 96 
宗教 4.9 12.5 1.7 9.8 3.3 12.5 3.3 9.8 61 40 
その他 9.1 12.4 10.5 13.9 14.5 9.6 13.6 9.0 1，089 298 












































仁1::1央省JlCOと安定的な 響力認知 (単位 :%) 
関係を形成している
団体は，このような 国政実施あり 74.0 78.9 75.1 1，154 365 1，520 
政策形成のメイン・
i詔政実施なし 48.0 39.0 46.6 8，770 1，545 10，327 
国政 Iili止あり 71.7 79.4 73.5 1，251 384 1，636 
アクターとも利害が 国政阻止なし 48.2 39.0 46.8 8，661 1，522 10，195 
共通するために，自
自治体実施あり 75.9 78.6 76.2 2.047 257 2，305 
自治体実施なし 45.2 41.3 44.5 7，995 1，619 9，626 
らのi主体の利益に適 自j台{本 l~iJjニあり 75.9 77.9 76.1 1，894 231 2，125 
う政策が形成されや
自治{本 ImJ上なし 45.6 41.9 44.9 8，052 1，627 9，692 
全{本 50.5 49.7 49.9 12，850 2，503 15，353 






















































1&1入会員数 100人未満 40.9 8.1 8.7 14.1 13.0 3，264 
100-499人 53.3 13.5 14.5 22.8 20.7 2，511 
500-999人 57.2 15.4 17.1 23.3 22.9 918 
1000人以上 59.1 18.5 18.4 23.7 22.3 2，091 
'{~~・勤スタッフ数 O人 38.5 10.5 11.8 21.3 20.9 581 
1A 43.2 11.0 12.6 17.7 16.6 2，491 
2 -5人 49.2 12.7 13.6 17.9 16.3 4，743 
6人以上 62.4 15.1 15.6 22.1 20.4 3，169 
Hi政規模 1000万円未満 42.5 11.4 1.9 19.7 18.2 2，343 
1000-499975円 49.9 12.0 13.1 19.2 17.7 2，801 
5000-9999万円 60.3 12.8 14.0 20.9 17.6 927 
1億円以J二 61.6 16.9 16.9 24.3 21.8 1，564 
全体 49.9 12.9 13.9 19.2 17.8 12，014 
:tiJ!.的彩翠'7JI ま 1~1"m' に J IかなりJIある程度Jの割合の手IJ。














































































































































































































































































( 3 ) アメリカ各州の利益団体研究では，州政府1号 あるいは連邦政府とのよヒ
l!安分析を通して，ナト!レベルの利益団体の特徴を捉える研究が行われている O
Lowery and Gray(1988)， Hunter， Wilson and Brunk(1991) ， Hrebenar and Tho句
mas (1993)などを参照されたい。













































五三 1~~ 61.3 64.8 63.5 20 20 30 7.6 15.7 31.2 28.7 22.1 18.1 45.7 36.9 35.1 
農林水産業 71.7 77.2 70.6 50 33 49 11.2 16.9 18.3 19.3 20.5 14.7 54.2 42.4 48.7 
経済業界 77.5 74.2 70.0 33 21 40 4.9 14.3 32.5 28.8 20.2 14.7 49.5 42.0 42.1 
労働 25.8 33.4 46.4 8 15 17 5.6 16.4 30.6 52.8 38.3 37.2 22.8 19.0 9.2 
叔山一F日f 39.0 45.6 63.3 5 14 27 9.4 14.9 38.0 38.8 19.8 13.2 31.7 34.3 36.4 
行政!美i係 52.8 76.1 74.2 20 66 58 7.8 12.8 23.3 32.8 28.5 27.8 37.4 37.8 28.9 
福祉 75.9 73.1 79.1 29 19 32 17.5 18.2 27.9 26.0 15.8 18.0 40.8 31.5 35.1 
1.1["1家 60.3 71.0 67.0 18 20 30 4.3 18.6 39.8 57.8 26.0 25.9 26.4 33.4 25.0 
政治 4.8 7.8 13.6 ? 5 81 7.6 17.3 36.4 31.6 21.2 27.3 41.5 29.8 22.7 
r1民 39.9 48.3 50.7 4 5 71 5.0 12.4 35.8 20.8 11.3 9.0 52.9 44.1 35.8 
学術文化 45.5 62.2 70.9 10 14 38 3.8 13.4 35.7 17.4 16.5 4.8 61.4 53.5 53.6 
趣味スポーツ 41.036.7 46.0 8 13 18 2.6 13.9 40.7 27.4 22.5 14.0 43.6 17.9 20.9 



















全体 145 45 60 76.0 76.8 80.2 41.7 35.3 31.1 23.0 15.0 8.6 24.1 20.2 19.1 
農林水産業 406 19 31 71.7 75.7 79.9 60.5 54.1 55.1 37.0 28.6 22.9 12.0 14.9 14.6 
経済業界 102 15 01 77.9 79.8 83.2 67.9 52.6 50.1 38.7 22.2 15.4 19.8 15.8 19.6 
労働 135 120 200 82.4 85.1 92.1 49.6 53.2 64.0 7.6 4.5 5.5 14.3 10.2 7.5 
教育 95 69 100 80.3 78.9 74.1 7.1 13.0 8.1 5.7 8.7 4.9 20.7 16.2 20.3 
行政関係 193 。22 61.4 53.8 65.8 13.6 15.3 11.1 8.8 13.4 8.9 31.2 27.4 23.3 
福祉 260 90 275 65.2 77.9 75.0 6.8 15.0 17.7 9.8 9.6 5.3 56.8 29.0 24.8 
専門家 110 129 196 88.7 83.4 84.3 24.9 29.2 22.9 7.9 7.1 6.4 34.1 33.7 30.3 
政治 306 800 193 80.8 73.7 84.6 9.4 12.1 25.0 4.1 6.5 2.3 9.9 11.2 15.9 
市 J~ミ 140 100 153 83.6 70.8 81.8 7.9 14.0 5.9 7.9 8.4 4.4 43.6 40.4 25.0 
学術文化 185 144 686 84.2 72.4 75.0 6.1 3.9 2.4 3.8 4.7 1.4 34.8 26.0 22.2 
趣味スポーツ 42 130 120 85.3 81.9 81.5 3.4 3.4 4.6 11.0 9.0 3.1 39.0 25.4 19.5 



































































1988 ; 1998 ;丹羽 2006)。ローカルレベルでは 自治会など住民自治組織
(以下，自治会)に関する研究において他団体や自治体との関係が分析されて
きたものの(倉沢・秋元編 1990;辻中・ペッカネン・山本 2009)，自体側か




















市II)"j、j 68.7 都道府~~ 58.8 (I)J央省JYの官僚) 44.9 
行政関係団体 53.9 1T政関係団体 48.6 行政関係団体 35.4 
HlT内会 自治会 44.0 経済業界団体 38.6 経済業界団体 33.3 
経済業界団体 40.2 福祉団体 31.6 福初日立H本 27.4 
農林水産業団体 40.2 与党 31.5 専門家1]1* 27.2 
福祉1]イ本 33.3 農林水産業団体 29.7 教育団体 27.1 
市民団体 25.8 専門家団1* 27.8 与党 23.8 
与党 30.1 教育団体 25.3 労{助団体 23.8 
専門家団体 23.4 労働~1主体 24.6 学術i主体 22.8 
教育団体 23.1 I!J内会 自治会 21.1 農林水産業団体 21.6 
労働団体 19.7 市民自{本 21.1 野党 19.7 
政治団体 17.0 政治団体 19.9 r!1民団体 19.4 
学術[3]体 16.0 野党 17.0 政iEi自H本 16.0 
趣味 スポーヅ窃体 14.0 学術団体 16.5 I!]内会自治会 15.0 
野党 13.5 趣味スポーツ団体 14.0 趣味スポーツj主体 14.0 



















































ある(U-'本 2004;2008) 0 jIGS2プロジェクトの一環である辻中・伊藤編(2010)
は，団体が行政活動のエージェントとステイクホルダーの両面で関わってい




















許認可 法的規制 行政指導 補助金
rlilHTH 都道府県全|主i市IHJ村都道府県全I i!iIHJ村都道府県全|主ii!ilHTi司都道府県全i主i
全農生林水産業
53.1 47.8 47.1 41.7 38.5 45.8 59.0 54.6 47.0 35.4 23.7 12.4 
74.0 59.3 53.7 56.4 49.4 55.1 79.1 72.9 55.6 35.1 31.5 21.5 
経済業界 60.6 55.5 58.9 47.4 43.3 61.7 68.3 61.3 66.2 46.6 20.3 11.8 
労働 17.5 16.8 15.0 21.3 19.5 30.0 16.6 17.9 19.5 14.J 7.5 1.0 
教育 32.1 36.4 44.7 27.9 29.6 38.2 40.7 53.4 40.7 31.4 37.2 11.4 
行政関係 37.6 40.4 60.0 31.5 31.5 55.6 48.0 51.0 66.7 34.1 29.3 17.8 
福祉 61.4 59.9 52.2 48.6 43.4 44.2 74.4 67.1 47.8 48.9 38.3 23.0 
専門家 52.8 57.5 46.8 37.7 41.6 41.3 54.8 56.7 46.8 24.6 15.6 9.2 
政治 9.9 18.7 25.0 31.0 44.9 38.6 16.4 29.0 15.9 2.9 2.8 2.3 
TlïJ~ 37.0 31.5 22.1 25.2 25.3 25.0 38.4 29.8 19.1 34.5 18.5 10.3 
学術文化 39.4 46.5 56.0 26.5 37.0 37.7 37.1 48.0 45.9 37.9 34.6 10.1 
送Pよスポー ツ 38.1 35.6 35.6 25.4 26.6 24.1 40.7 42.4 25.3 45.8 35.0 26.4 
:口三二、守主1人 35.1 45.8 43.5 27.0 29.2 47.8 29.7 33.3 34.8 2.7 






委託業都務道府手県数料 情幸lili{ 市Ifj'村意都見道交府換県 全国司ill]村 全国 T!ill]村都道府県全産i
全体 18.5 15.6 6.9 59.8 49.6 48.8 51.0 51.4 34.2 
農林水産業 13.4 16.0 10.2 72.4 63.0 54.7 56.6 62.7 33.2 
経済業界 20.3 13.0 5.3 62.5 49.7 65.6 66.5 58.6 61.7 
孝労…文{ド一動弓 7.0 
4.8 1.5 26.2 23.6 23.6 40.4 42.5 24.0 
10.7 9.5 3.3 49.3 57.7 47.9 37.9 45.5 28.5 
行政lJ，li係 25.3 26.8 13.3 62.4 53.4 80.5 35.7 38.9 43.3 
FJ向上 37.2 27.8 8.8 75.0 59.3 58.2 53.5 54.8 24.8 
~(門家 25.2 18.1 11.9 47.3 50.0 48.6 51.1 日.1 33.9 
政J古 2.3 59.2 57.0 34.9 29.2 47.7 20.5 
-nil乏 22.7 24.2 11.8 59.4 35.8 23.9 41.1 45.5 22.1 
学術文化 22.7 17.3 6.3 46.1 46.4 42.0 38.6 36.2 20.8 
i1!1床スポー ツ 30.5 18.1 10.3 47.0 33.1 20.7 43.2 38.4 14.9 
宗教 2.7 5.9 4.5 10.8 
人の交芳z換z と 政策過程
審議会等への 員派遣 i攻策決定予算編成への協力 政策執行都道へJfの協力
市1汀村 都道府県全国 ililHTi寸都道府県全国市IHTi:l 都府県全!主i
全農f林本水産業 28.0 26.9 14.2 30.2 25.1 15.0 32.6 29.6 17.8 24.2 29.5 12.2 34.8 36.5 22.4 33.1 35.7 22.0 
経済業界 36.3 24.2 22.7 35.6 21.7 19.4 40.1 28.4 25.4 
労働 22.4 26.7 13.5 18.8 18.2 10.5 19.1 18.4 7.5 
教育 20.7 34.8 14.6 22.1 28.5 15.4 24.3 37.2 17.9 
福行祉政IUl係 10.9 16.6 17.8 21.1 23.9 30.0 30.7 31.2 37.8 
41.6 40.1 9.7 42.2 33.5 12.4 42.6 34.4 14.2 
専門家 47.2 37.1 25.7 23.9 22.1 18.3 39.3 33.4 15.6 
政治 8.2 15.0 4.5 33.9 32.7 11.4 28.1 34.6 11.4 
Tli 1ヨミ 31.5 32.6 8.8 27.7 21.3 4. 30.7 34.3 11.8 
学術文化 34.8 32.3 12.6 23.5 21.3 9.2 32.6 35.4 14.0 
趣味スポー ツ 28.0 21.5 3.4 28.0 22.0 5.7 33.1 20.3 6.9 
生'J、:づ主J人 10.8 5.4 5.4 4.2 
行政への働きかけ頻度が減少 増加した団体の割合 200れ0年た以団体降のに設割立合さ
rlilHr村 都道府県 全国
減少 増加l 減少増加 減少増加 市町村守都道府県全国
全農主林主水産業
11.1 14.4 11.9 14.0 14.3 15.2 10.7 7.6 8.2 
13.1 11.7 17.3 8.5 24.2 7.7 10.0 6.8 8.0 
経済業界 12.5 13.9 13.5 13.0 19.5 11.5 5.1 2.9 4.6 
労教働育 11.6 10.9 9.2 17.5 22.6 21.0 6.7 4.4 5.6 2.4 8.4 6.7 9.0 20.7 17.2 12.6 7.5 6.6 
行政関係 8.0 9.7 9.6 4.3 9.4 7.5 4.9 3.2 3.4 
福祉 9.9 20.8 11.1 17.8 15.4 23.1 26.6 10.1 16.5 
専門家 5.2 18.9 7.9 21.4 16.3 20.4 6.9 10.1 13.1 
政治 11.0 18.7 5.8 19.2 42.9 14.3 21.0 17.9 16.3 
市民 7.1 26.0 5.9 30.6 12.5 43.8 26.0 31.4 25.0 
学術文化 9.1 17.0 12.5 18.8 9.2 16.1 10.8 9.6 8.3 
趣味スポー ア 13.2 17.6 6.0 16.0 7.7 19.2 23.0 9.1 2.3 
主教一一 一~乙立 18.4 18.4 4.5 4.3 












9.2 17.7 10.9 
4.4 25.2 18.5 
13.7 20.8 16.4 
2.5 1.9 3.5 
6.4 16.6 4.9 
17.9 30.9 32.2 
20.4 20.1 10.6 
6.9 15.3 11.9 
0.6 1.9 9.1 
4.4 3.9 
5.3 13.4 5.3 




77.0 68.8 53.7 
83.3 74.2 60.2 
79.7 65.3 56.5 
71.2 72.2 69.4 
72.7 75.1 52.6 
69.6 58.4 61.4 
83.6 73.9 50.0 
74.3 72.6 48.1 
86.7 81.7 90.0 
81.3 83.3 57.4 
75.2 68.6 33.2 
70.3 58.8 35.9 
21.2 21.1 10.0 





































































































































第12章 ローカルi主体の存立行動様式 267 
図12-1 団体一行政関係の双方向性(団体分類別)
農林水産業匝体 経済・業界匝体 労働団体
100，% 一-i111]ー村 100 100 
80 一都道府県 80 、一一全国60 60 60 
40 40 40 
20 20 20 。 。 。
教育団体 行政関係団体 福祉自体
100 100 100 
80 80 80 
60 60 60 
尺ミヘ40 40 40 20 20 20 。 。 G 
専門家団体 政治匝体 市民団体




60 60 60 ¥ 40 40 40 20 20 20 。 。 吾、 。
学術・文化語体 趣味・スポーツ団体 宗教団体
100 100 100 





40 40 ".--ご、、 40 
20 20 色、、 20 。 。 。
形成のみ 双方向 実施のみ 形成のみ 双方向 実施のみ 形成のみ 双方向 実施のみ








































である。非営利活動促進法 (NPO法)の施行 (1998!t~三)，介護保険制度 (2000
年)や指定管理者制度 (2003年)の導入などがあげられる。これらの制度変
化が，団体の新設を促したのではないかと考えられる。








































































































罰際社会においては， I政府なき統治 (governancewithout government) Jを
いかに達成するのかが，常に重要な諜題となってきた (Rosenauand Czempiel 











律性や問題解決能力の低下が指摘される中 (Ohmae1995; Strange 1996) 1， I翠
際社会の重要な統治主体の lっとしてこれら世界志向団体を捉える見方が現













( 1 ) 一方，グローパル化の進展によって，国家の役割はむしろ拡大している
と主張する者もいる点には留意が必要で、ある。例えば， Hirst (1997)など。
(2 ) グローパルな市民社会の定義，重要性等については，マーチン・ショー
(1997: 18-33)。また， 200l{1三1-.)1埠GlobalCivil Society (グローパル市民社会)
と題した年鑑が毎年発行されるようになったことからも(当初は OxfordUni時




























































? ? 、 ? ? ? ? ? ?
グローパル化の進展と日本の世界志向団体








I I I 



































っている。 ]IGSl の分析の i努に 1996i~斗坂 rNGO ダイレクトリー』を m:用した
ため，本章でもウェブ版ではあるがNGOダイレクトリーのデータも使用す
ることとした。なお，本章では2008年 7)~ 15EI 時点のホームページ
(http://www.janic.orgldirectory/)掲1まのデータを利用した。












。 ? ? ?? 。 。 ?? ?
??
? 。 。。 。? ? 。?? 。 ???
I.HfiJr) NGOダイレクトリーのテ'ータより2在宅;の'1'I:ii'Z， N==289 






























割を超えるようになった (Ramphaland Carlsson 1995: 33)。途上国に拠点を
宣く国際NGOのプレゼンス上昇傾向に1990年代以降拍車がかかっているの



























( 6) 1990年~)、降は，アジア，アフリカを;処点とする NGO の割合カfほとんど変
わっていない点については，Global Civil Socieかの各年号を参照した。また，
I~連 NGO についてではあるが，依然、として欧米をはじめとする先進国 NGO
の割合が高いままで安定している点については，三上貴教 (2000) も指指し
ている。




























( 8 ) 国際ボランテイア貯金寄付額の変遷については，総務省、日盟際ボランテ
イア貯金に係る配分団体等の申請概要及び審査結果についてjを参照した。
( 9 ) ただし，同様の制度の復活が現在検討されているようである。衆議院総
務委員会議録第25号 平成20年6月10日における公明党谷口和史に対ーする日
本郵政社長沼)1善文の答弁。






して活動することが容易になったのではないかと指摘した(足立 2002: 193 
197)。こうした{頃向は継品売しているのであろうか。
東京以外に存立する世界志向団体の中でも，自らが本部の団体，または単













都合もあり，詳 40 I 
来日!な結果はここ | 









































































IJ\JÝÎ) 外務省ホームページにj~l~設されている ODAI:J 撃のデータより筆者が
作J&。







































































]IGSl ]IGS2 ]IGSl ]IGS2 
とする政府の姿勢も国内志向毘体に~!F~2，可 38.5 46.7 39.0 58.1 
法的規制 36.0 45.1 20.9 51.5 比べて高いといえそうである。実際，
行政指導 49.0 48.1 31.6 58.1 1996年には iNGO外務省定期協議協力・支持 15.3 14.3 10.2 24.0 
意見交換 37.3 35.8 33.2 46.7 会J，1998年には iNGO・]ICA協議
委員派遣 14.1 14.6 10.4 26.2 
会Jが設置されるなどこうした意見ポスト提供 9.1 11.6 7.5 14.0 
N 1，178 1，560 187 229 交換の制度化が進んだ。また， 1997 






















だことカfうかがえる。 ]IGSl ]IGS2 
]IGSlの擦には，政策
l主!内団体 世界!主体 |主i内i主イ本 i止界i主体
与党接触 16.9 15.1 16.8 12.7 
過程に入り込めない新興 野党接触 8.2 8.3 8.9 9.2 
政府省1'1"接触 29.7 31.8 31.9 43.7 団体にとってマスメデイ 発言力を持つ人 14.4 10.9 16.0 17.0 
アが有力なロピイング手 法案作成 2.9 5.7 8.0 13.1 
段となっていることを指
データ提供 17.9 19.3 26.2 39.3 
会員働きかけ 8.3 6.3 12.1 9.6 
摘した。「マスメディア 直接行動 2.6 1.6 6.1 3.4 
への情報提供jを行う包
大衆集会 6.5 5.7 16.9 9.6 
マスメディア 13.8 21.9 19.8 27.1 
体の割合は， ]IGSlでは 有料意見広告 3.8 3.1 5.3 7.9 
2番目に高かったのに対
舌戸w発:ごム晶、ノi弓」 7.7 12.0 6.7 13.5 
連合形成 22.3 18.8 22.6 21.4 















調 lj~ と答える j主体の割合がいずれも 3 割を超え，こちらのほうがマスメディ
アと協調的と回答する図体よりも多くなっている。特に，外屈の団体と協調








































































































できる (Almondand Verba 1963 ;三宅 1990)。さらに，複数の異なる団体に
重複加入することによって，いわゆる交差圧力 (crosspressures)が働き，
異質な他者と対話・妥協-利害調整が可能な，政治的により穏健な考え方に













































































互酬性の規範がうまく育たないと考えられるからである (Putnam1995: 71; 
Putnam 2000: 174-180) 20 
第14:!'者 市民社会組織のもう]つの顔 291 
では，ソーシャル・キャピタルを創出する水平的かつ対面的なネットワー
クは， Iヨ本社会に一体ととの程度存在するのであろうか。また，そのような






























垂直的ネ y トワーク型団体 sc 右IJll11~1歪!体
話をする
5.非常に頻繁
(N =2，037， 14.6%) (N =8，754， 62.6%) 
表中の%は有効ITI答数全体に占める割合。





























以 Fでは， sc創出型団体の一散的性質を論じることよりも， 1利益団体j
として利益表出機能，準統治機能，対抗-監視機能を果たしているi主体をsc
創出型団体の観点から捉え直すことに力点を置いて，データを観察していき
( 3 ) 本章とはやや操作化の方法が異なるが，詳しくはJIGS2社会団体調査報
告書の坂本 (2009b，2009c)の議論を参照されたい。








体世界における il日構造jと呼んできた(辻仁1]2002c;森 2003)。これら il日
構造jを構成する諸国体は，ソーシャル・キャピタル創出の観点からは，一
体どのようにj定えられるのであろうか。












意義を有していること tl:型 ワーク型 tf;'1 N 
が1っかる E 農林水産業団体 26.2 17.5 56.3 2，426 
表14-3は設立年
経済業界団体 20.8 13.2 65.9 3，737 
労{低ul立I{.本 14.3 11.0 74.7 1，107 
(Q 2)別に見た SC創 教育団体 21.9 13.2 64.9 479 
出型団体の割合である。
行政i謁係|立If本 41.5 12.6 45.9 675 
福祉団{本 28.7 14.9 56.4 1，016 
SC創出型団体は1946 専門家団体 14.7 16.9 68.4 797 
--1960年設立の団体で
政治1:J1本 21.2 14.1 64.6 311 
市民団体 20.5 12.9 66.6 650 
多く， 1976年以降に設 学術文化i主体 23.0 13.5 63.5 482 
立された包体で少なく
趣!床 スポーツ団付込 15.3 20.2 64.5 406 
宗教団{本 9.1 25.6 65.3 121 




二次結垂直的ネ y ト sc喜IJ
N 新しい団体にとって一種の参
1945{f.tJ前 21.1 64.6 729 入障壁になっていることが向
1946~ 1960年 20.8 14.0 65.2 4，209 題視されている。しかし，ソ
1961 ~ 1975年 21.7 14.6 63.7 3，622 
1976~ 1990年 25.3 15.2 59.5 2，446 ーシャル・キャピタルの観点















i主体分類 1946~ 1961 ~ 1976~ 1991 ~ 実際の政策や予算を自ら
以前 1960年 1975年 1990年 2007年
にとって望ましい方向に農林水産業 55.6 58.4 58.1 45.4 57.7 
経済業界 56.7 66.8 66.3 67.1 61.8 仕向けてきた。これらの
労働 64.1 78.3 74.1 69.5 73.6 
集票活動，予算への働き教育 71.8 73.9 64.3 47.8 57.0 
行政関係 47.6 50.0 50.3 37.2 44.0 かけ，政策出力への影響
福祉 71.1 58.9 52.5 54.3 56.9 
力行使を積極的に行う団専門家 72.5 72.5 69.2 63.3 61.5 
政治 92.3 71.4 68.8 62.5 59.3 体は，政治過程の多元性
市民 71.4 69.2 74.8 64.2 62.8 
-開放性という観点から学術文化 67.2 72.6 60.8 59.6 57.7 
趣味スポーツ 68.6 59.3 70.3 68.7 63.4 見れば問題が多いといわ
宗教 74.4 65.5 63.2 59.1 50.0 
ざるを得ない。しかし，その他 71.6 61.6 62.4 61.1 日.8
数値はsc倉IJ出型団体の%。 ソーシャル・キャピタル


















平年り 15.4 13.5 71.1 4.437 
予算への働きかけ
常任し 23.8 15.9 60.3 7，948 
有り 22.0 12.8 65.3 4，421 
政策実施，修正 阻止経験 19r，し 25.6 16.3 58.1 8，148 
集;?;活動=Q321主i政選挙か地方選挙のいずれかにおいて， fA. 会員への投禁の1子び
かけjfB.一般の人への投票の呼びかけjのいずれかを f3.ある殺j支j1よj、i二行った
場合は「有り j，それ以外は f}!l~ し j 。
予算への働きかけ=Q33国か自治体いずれかの予算編成で， J}HE.政党や行政に何

























結u型 トワーク型 創出型 N 
i主!との協働関係 1
1号し 23.9 15.1 61.0 10，590 
有り 19.3 13.1 67.6 3，387 
自治体との協働関係
無し 25.3 15.4 59.3 5，715 
有り 21.1 14.0 64.9 8，262 



















情報を収集し，会員以外の組織・団体 無し 23.6 15.1 61.4 1，281 
. 11~ 人に提供する 有り 19.6 12.5 67.8 2，696 
専門知識に基づく政策案を行政や会員 無し 23.7 15.0 61.3 1，944 
以外の組織団体個人に提供する 有り 17.7 11.9 70.5 2，033 
公共利誌を実現するために啓蒙活動を 無し 23.1 15.6 61.3 10，070 
1一eつ、 有り 22.1 11.8 66.1 3，907 
他の!主体や儲人に資金を助成する
?!f，し 22.7 14.6 62.7 13，310 
有り 25.2 13.5 61.3 667 
一般向けに有{負・でサービスを提供する 有しり
22.2 14.5 63.4 12，328 
27.5 15.4 57.1 1，649 
一般rf可けに無{賞でサーピスを提供する j有i号しり 23.3 14.9 61.8 1，785 
20.2 12.9 66.9 2，192 
Q 9 rあなたの註!体の主な目的，活動は次のどれにあたりますか。あてはまるものすべての番号に
0をつけてくださいjに対する回答選択j技。

















































表14-8 体制権力アクターに対する協調一対立関係 の割合が少なく， sc 
とソーシャル・キャピタル創出型団体(単位:%) 創出型団体の割合が多
二次 垂直的ネッ sc 
N いことがオっかる 40結社型 トワーク型創出型
表14-10は，常勤ス対立的 19.0 12.8 68.2 1，658 
首相官邸 中立協調的 23.6 14.9 61.5 8，104 タッフ数 (Q5)の違
与党
対立的 17.7 12.8 69.5 1，536 
中立協調的 23.4 14.9 61.7 8，702 いから見たsc創出型
官僚 対立的 13.7 13.5 72.8 452 団体の割合である。団
I:jJ立・協調的 21.6 13.7 64.7 2，754 
対立的 21.8 16.2 62.0 996 体の専門職イヒを示す常
裁判所 中立・協調的 22.9 14.4 62.7 8，858 勤スタッフ数が多くな
警察
対立的 20.5 16.0 63.4 998 
中立・協調的 23.1 14.3 62.6 9，164 ればなるほど， sc創
Q27 fあなたのi主体は，次にあげるグルー プとどのような関係にあります 出型団体の割合が少な
かJで， 1~ 3に回答した団体は f対立的J，4~ 7に回答した団体は f"lコ
くなる傾向にあること立協潟的j。なお，官僚については， ]IGS2.1補完調査の結来を利用した。




































































































N 手MJ:Q;~ トワーク型 右IJi1J， Q;~ 
懇談会 勉強会 ミニフォーラム 主イヨ!f;しり 32.0 16.6 51.4 1，210 
20.5 13.6 65.9 1，339 
シンポジウム イベント
?I!f;し 31.5 17.0 51.4 1，116 
有り 21.7 13.7 64.6 1，435 
広幸li誌 ミニコミ誌のすき行 真正し 26.5 16.1 57.4 1，253 
不正り 25.2 14.4 60.5 1，308 
ホ ムページなどインターネット 無し 28.2 16.2 55.6 1，116 
を使った情報発信 有り 24.7 14.3 60.9 1，444 



















































































という自 Ij~ をもつことを示した。我々が日本に関して ]IGSl (1997年)と









































































































































































































































徴づけられる部分が多い。前述のように， 1997年]IGSl調査をする際， 1993 
年の連立政権期への移行を受けて我々は， 1ポスト官僚主導j1ポスト自民党
































































































































































































































する団体(第13章)に注目したように，諸外匡i や I~際機関や匡i際 NGO との
トランズナショナルな関係 (Katzenstein，Tsujinaka 1995) も重要である。残
存する!日構造に対して，ここで、触れた「もう lつの政治過程Jがどのような
( 3 ) メディアへの影響力評価(評判法)はやや落ちたもの依然として高位に
































( 4 ) 鳩山内問「基本方針j平成21年 9)~ 16日，および「政・宮の在り方J平
成21年9)~ 16日間僚懇談会申し合わせ。いずれも内間宮邸webに所収。
( 5 ) 自治会については，辻中・ペッカネン・山本 (2009)，辻中編 (2009c)。
市区町村については辻中編 (2009b)，辻中・伊藤編 (2010)，辻中・伊藤編





































企業は利益追 決定に対して，うち可能なも 政府の主要な 政府の主要な
団体分類
;Jとだけでなく もっと国民が のは自治イ本に キ~~H芭け品地域liJ 課題は国民間
社会貢献も行参加できるよ 委譲したほう 格差の是正で の所得格差の
うべきだ うにしfー'ほうがよしミ ある 是正である
がよし、
農林水産業 87.2 73.7 74.0 72.4 64.8 
経済業界 89.0 74.5 78.3 69.3 60.8 
労働 92.4 86.6 66.7 78.4 87.4 
教育 86.0 72.9 67.3 60.2 54.1 
行政!地{系 86.6 70.6 70.5 61.7 53.6 
福祉 91.3 81.7 69.4 67.9 60.0 
専門家 86.6 73.8 68.0 59.6 51.8 
政治 93.4 81.2 88.3 78.8 71.7 
ili民 92.1 85.4 72.7 61.9 61.9 
学術文化 88.9 70.9 68.1 52.5 46.5 
趣味スポーツ 83.4 69.4 67.7 48.7 45.3 
宗教 84.0 63.2 61.7 44.7 45.6 
その他 84.0 71.2 64.9 61.0 56.3 
88.2 75.5 72.1 66.8 61.2 
N 14，379 14，255 14，244 14，168 14，131 












( 6 ) 厳密に議論すれば，当然重なる部分があるが，全体の意見への賛否分布
からは，リベラルな意味での意見文脈と小泉改革の主要な旋律で、ある新自由
主義的な文脈は異なり，ここではリベラルな福祉社会志向と解釈しうる。
第15主 総括と展望 317 
どちらかとい
政府を許信Ijす 安全を守る fー、 えば経済成長 行政において 政府は括。-討-一の 経済社会に対 i主1廷の意見は
る基準として めには， l!l民 よりも涜境保 は能率よりも 非効率な首中!日)' する国家の!期 i翠やiヨ治体の
はりEの効率の削が多少設を重視した調整の方が大 を保護しすぎ与は少なけれ政治に反映さ
性カ i最も重要ilJljliJミされても政j台を行った切である ている ば少ないほど れている
である しかたがない よいほうカfよし、
56.9 49.4 49.0 38.1 24.0 19.0 11.1 
62.3 53.5 32.4 32.5 33.7 26.1 11.1 
39.2 22.7 53.0 34.0 30.2 13.7 6.9 
47.6 46.6 48.2 32.7 27.5 18.9 11.6 
50.6 51.8 41.7 33.9 27.6 19.7 1J.3 
49.7 39.2 48.2 36.6 30.9 20.7 10.7 
51.6 47.4 44.4 30.7 33.0 26.5 11.9 
60.6 42.9 52.4 26.0 28.8 29.7 19.9 
44.0 35.4 63.5 33.5 30.9 23.2 9.4 
44.9 37.7 55.9 26.7 29.8 25.1 10.3 
46.1 45.6 43.5 30.4 25.6 19.0 8.6 
35.1 40.0 63.8 28.7 27.8 18.3 7.9 
50.3 41.9 39.8 27.2 31.7 20.5 9.1 
53.3 45.2 44.0 32.9 30.0 21.9 10.6 



















|主! I~I 治{本 i主i 自治体
農林水産業団体 48.3 58.6 45.5 57.1 
経済業界団体 50.6 59.1 47.3 56.2 
労19f)JI型{本 15.1 30.3 17.5 31.1 
教育団体 52.5 60.2 51.6 59.2 
行政j封係在日本 63.6 70.7 62.1 68.0 
:rm:tjl:1主体 41.2 57.7 37.8 54.8 
専門家団体 45.5 58.9 40.9 55.3 
政治団体 42.0 58.0 39.1 50.8 
rlJ民団体 35.2 46.4 36.2 46.8 
学術文化団体 47.9 57.2 41.0 49.9 
趣味 スポーツi主体 57.4 60.6 51.3 54.8 
宗教自体 69.4 72.7 63.2 69.8 
その他 48.2 56.7 46.2 54.2 
全{本 46.0 56.3 43.5 53.9 






























































( 7 ) 辻中 (1988) 2章 辻中編 (2002)10章を参照。いうまでもないが，こ
の半世紀に進展した分析手法と理論的諸概念は有しているが，全体像を提示
するという意味で1960年前後の時期に対応するのである。








ープセオリー (Baumgartnerand Leech 1998)に連なるマクロ・メゾ政治学
の流れを現代化させたいと考えている。結果として，比較政治学において，
日本発の新しい理論構築を可能とすることが次の諜題となる。
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政策の実施に成功 Q28 Q34 Q31 Q27 C9 Q28 Q27 Q27 Q28 Q2.6A Q35 
政策の修正 阻止に成功 Q29 Q34 Q32 Q28 ClO Q29 Q28 Q28 Q29 Q2.6B 
Q36 一般会員の活動参IJ頼度 Q39 
Q37 会員同士の交流の程度 Q41 
Q38 団体の運営形態 Q42 
Q39 会員の大卒割合 Q44 
Q40 会員の職業構成比率 Q43 
Q41 予算 Q34 Q45 Q37 Q22 Q32 D6 Q33 Q33 Q33 Q34 Q1.9 
Q41 争il助金・奨励金の金額 Q35 Q45 Q38 Q33 D3 Q34 Q34 Q34 Q35 
Q42 自答者の最終学歴 Q46 
Q43 1m答者の交際対集 Q47 
Q44 保守的革新的 Q5 Q48 Q5 Q5 Q5 Q5 Q5 











( 1 ) 日本では事業所統計などの公式統計の対象母集団を想定することができ



















母集i主情報収集団体 (a): 199，856 ・全国組織数(2) (b) : 91，101 
調査期間:2006年11 月 ~2007:qミ 3 月 ・調査対象地域:日本全国
サンプル抽出:全数 ・調査方法:郵便による配布・回収
配布数 (c): 91，101 ・有効囲収数 (d): 15，791 
回収率(d/c). illi'J1率(ゆも): 17.3% 
団体の概要，団体の内部構成，活動内容，行政・政党との関係，他i主体との関係など
調査期間:2008年 2 月 ~7 月
調査対象 (e):団体ID認知6，9891主体りIGS2で団体ID自己申告回答)
有効回収数(f): 3，604， ITl又率 (f/e): 51.6% 
]IGS2の補完調査内容:政党，行政，裁判所のうち，どこに働きかけるのが有効か
Q26 (影響力)， Q27 (協調関係)のアクター追加:中央省庁
(1) Nγr番号情報株式会社:1タウンページ， http://itp.ne.jp/servlet/jp.ne.itp.sear.sCMSVTop， Access date: Decem-
ber， 2005 
















ネァト上で公開されている iタウンページ 3を用いた。調査対象は， i組合・
団体jカテゴリーに含まれる団体すべてである。@補-2は， 1タウンページ
の画面を示している。
( 3) URL: http://itp.ne.jp/servlet/jp.ne.itp.sear.SCMSVTop， Access date: Novem-
ber， 2008. 




























































( 5 ) 辻中編 (2002)では，この数値を日本の社会団体数を示すものとして提
示した。つまり ]IGSl調査においては重複，解散団体，団体本体と認められ
ない登録情報などの存在を精査せずIi):集国として用いた。この意味で]IGS2
調査での母集団情報がより正確であるo NTTでの登録情報は EI々 「改正jさ
れ検索項目なども修正されるため注意が必要である。






( 7 ) 部査察では結果の送付を希望する団体が任意で ID番号を記入するよう
にしであるが，回答者全体を把握できるような整理番号などを付していない。
そのため，未回答者だけを対象に督促状を送ることができなかった。






























































て若干検討する。なお 辻中・崖 (2009)では 団体の様々な特性について
本調査回答サンプルと詳細に比較しているが，あまり大きな相違は確認され
なかった。
( 9 ) 国際比較分析からは，日本や韓国，中国は行政を l位に挙げる割合が高
いのに対して，アメリカは立法， トルコは司法を 1位に挙げる割合が高い。






























度数 % j支数 % 度数 % 度数 % 
北海道 5，194 5.7 391 5.6 963 6.2 223 6.2 
若1司手 3オ十本~\~て1 1，396 1.5 98 1.4 265 1.7 52 1.4 
岩手県 1，620 1.8 151 2.2 351 2.2 77 2.1 
宮城県 1，595 1.8 120 1.7 310 2.0 60 1.7 
秋i王i県 1，052 1.2 86 1.2 227 1.5 49 1.4 
山形県 1，102 1.2 113 1.6 239 1.5 69 1.9 
ネE百Hl，f主ihlJil、 1，665 1.8 151 2.2 259 1.7 79 2.2 
茨城県 1，520 1.7 114 1.6 286 1.8 72 2.0 
栃木県 1，252 1.4 119 1.7 267 1.7 68 1.9 
flr: .I~ 県 1.428 1.6 125 1.8 264 1.7 70 1.9 
埼玉県 2，153 2.4 151 2.2 334 2.1 61 1.7 
千葉県 2，396 2.6 167 2.4 358 2.3 84 2.3 
東主流1 1，065 12.1 963 13.8 1803 11.6 509 14.1 
神奈川県 3，305 3.6 235 3.4 445 2.9 104 2.9 
新潟県 2，184 2.4 213 3.0 487 3.1 118 3.3 
富山県 1，204 1.3 83 1.2 192 1.2 37 1.0 
石川県 1，288 1.4 109 1.6 258 1.7 55 1.5 
tfi;Jl:県 968 1.1 70 1.0 183 1.2 35 1.0 
山梨県 752 0.8 67 1.0 133 0.9 40 1.1 
長野県 2，289 2.5 237 3.4 499 3.2 136 3.8 
岐阜県 1，511 1.7 158 2.3 345 2.2 82 2.3 
静岡県 2，426 2.7 195 2.8 452 2.9 111 3.1 
愛知県 3，201 3.5 266 3.8 549 3.5 127 3.5 
三重県 1，473 1.6 120 1.7 259 1.7 62 1.7 
滋賀県 872 1.0 62 0.9 142 0.9 27 0.7 
京都j奇 1，923 2.1 137 2.0 286 1.8 75 2.1 
大阪府 4，808 5.3 315 4.5 717 4.6 161 4.5 
兵庫県 3，089 3.4 207 3.0 458 2.9 93 2.6 
奈良県 733 0.8 43 0.6 102 0.7 27 0.7 
和歌山県 920 1.0 69 1.0 145 0.9 35 1.0 
鳥取県 716 0.8 52 0.7 125 0.8 23 0.6 
島根県 1，001 1.1 60 0.9 157 1.0 29 0.8 
i時LJ県 1，624 1.8 112 1.6 277 1.8 57 1.6 
広島県 2，337 2.6 156 2.2 383 2.5 71 2.0 
LJ口県 1，537 1.7 107 1.5 268 1.7 51 1.4 
1.~じI.î、，Il主M~l、 926 1.0 80 1.1 174 1.1 37 1.0 
香川県 1，110 1.2 96 1.4 197 1.3 53 1.5 
愛媛県 1，431 1.6 98 1.4 258 1.7 54 1.5 
高知県 1，235 1.4 87 1.2 197 1.3 36 1.0 
福岡県 3，522 3.9 231 3.3 491 3.1 114 3.2 
佐賀県 891 1.0 59 。:8 142 0.9 30 0.8 
長崎県 1，523 1.7 84 1.2 214 1.4 35 1.0 
1f~*県 1，596 1.8 92 1.3 255 1.6 42 1.2 
大分県 1，176 1.3 84 1.2 199 1.3 43 1.2 
宮1Ji(f県 1，193 1.3 77 1.1 220 1.4 39 1.1 
鹿児島県 1，580 1.7 85 1.2 264 1.7 55 1.5 
沖縄県 1，319 1.4 94 1.3 210 1.3 37 1.0 
ぷ1二》1、きil- 91，101 100.0 6，989 100.0 15，609 100.0 3，604 100.0 
欠損値 8，802 182 






区分 度数 % 度数 % 度数 % 
漁業協同組合 2，457 2.7 121 1.7 77 2.1 
農業協同組合 3，368 3.7 170 2.4 71 2.0 
農林水産組合・!主体 5，446 6.0 512 7.4 294 8.2 
経済組合団体 13，972 15.3 1，066 15.3 592 16.4 
労働組合 13:1本 10，526 11.6 598 8.6 333 9.2 
教育団体 1，654 1.8 189 2.7 97 2.7 
医師会 884 1.0 53 0.8 23 0.6 
医療組合団体 922 1.0 70 1.0 35 1.0 
公認会計士協会 16 0.0 2 0.0 2 0.1 
行政書士会 70 0.1 11 0.2 4 0.1 
司法書士会 108 0.1 10 0.1 4 0.1 
歯科医師会 338 0.4 29 0.4 12 0.3 
社会保険労務士会 57 0.1 10 0.1 7 0.2 
獣医師会 58 0.1 9 0.1 5 0.1 
青色申告会 345 0.4 29 0.4 18 0.5 
税理士会 231 0.3 19 0.3 7 0.2 
土地家屋調査会 80 0.1 11 0.2 4 0.1 
弁護士会 180 0.2 4 0.1 2 0.1 
薬剤師会 322 0.4 27 0.4 13 0.4 
政治i主体 4，248 4.7 191 2.7 107 3.0 
環境保護団体 443 0.5 45 0.6 20 0.6 
動物愛護団体 13 0.0 。0.0 。0.0 
学術文化団体 3，655 4.0 389 5.6 179 5.0 
趣味・スポーツ組合 団体 1，477 1.6 150 2.2 68 1.9 
宗教団体 2，322 2.5 78 1.1 35 1.0 
社会生活組合 団体 9，581 10.5 718 10.3 312 8.7 
生活協同総合 1，277 1.4 81 1.2 36 1.0 
組合団体 27，051 29.7 2，354 33.8 1247 34.6 
ム計 91，101 100.0 6，956 100.0 3，604 100.0 
IDなし 8，835 
354 
































2. 特定の産業分野の{上司王をしている 6. 特定の民族である
3.特定の職業についている 7.特定の宗教を信仰している



















































































]. rlill子、fレベル 4. Fl本全国レベル 「一一I










:s賛成 4どららかといえば賛成 3.どららともいえない i 
: 2.どちらかといえば反対 1反対 ; 
A.、政府を評価する基準としては政策の効率性が
5 4 3 Z 最も重要である
B 行政においては能率よりも調整の方が大切で、ある 5 4 3 2 1 
C 政府の主要な課題は!主i民間のm得格差の是正である 5 4 3 2 工
D 経済社会に対ーする国家の関与は少なければ
5 4 :ぅ フ少ないほどよい
E 政府は経請の非効率な部分を保護しすぎている ら 4 3 2 1 
F 政府の主要な課題は地域間格差の是正である 5 4 3 2 
G どちらかといえば経済成長よりも環境保、護を
5 4 3 2 重視した政治を行ったほうがよい
H 国や自治体の決定に対して、もっと由民が参加
5 4 3 つ 1 できるようにしたほうがよい
I 安全を守るためには、 i慧民の自由が多少制限
5 4 3 つ マ1されてもLかたがない
政府の権限のうち可能なものは自治体に委譲
5 4 3 2 1 したほうがよい
K. I雪氏の意見は|頚や自治体の政治に反映されている 5 4 3 2 1 
































































: 5非常に頻繁 4.かなり頻繁 3.ある程度 2.あまりない 1.まったくない
現在
A 大臣など中央省庁の幹部 5 4 3 2 
13. r.f:1央省庁の課長ークラス 5 4 3 2 
C. 首長など自治体の幹部 5 4 3 2 1 












: 5‘非常に頻繁 4.かなり頻繁 :3.ある程度 2.あまりない 1‘去ったくない
{国} 現在
A. 地元の国会議員 5 4主 3 2 
8 地元以外の国会議員 5 4 :ぅ 2 1 
C. 首長など自治体卒宇部 。戸 4 3、 2 1 


















: 5.非常に頻繁 4.かなり頻繁 3.ある程度 2.あまりない 1.まったくない
付録2 誠査禁 359 
。21.あなたの団体と関連する政策について、次にあげる人や組織からどのくら
い相談を受けますか。現在と 10年前についてお答えください。
: 5.非常に頻繁 4‘かなり頻繁 3.ある程度 2.あまりない 1.まったくない
現主E
A. I調会議員 5 4 3 2 1 
B 中央省、tJ-= 。時 4 3 2 1 
C 地方議員 5 4 3 2 1 




I :::>非常に信頼できる 4かなり信頼できる 3ある絞度 ! 
i2.あまりイ針演できない 1まったく情報できない
現在 10年前
A 国会議員・政党 。4 3 2 1 5 4 3 2 
B. I=!:J央省庁 :コ 4 3 2 1 5 4 3 2 
C 地方議員・政党 。4 3 2 ヱ 5 4 3 2 1 
D 自治体の首長 5 4 3 2 1 5 4 3 2 
E. 自治体 5 4 3 2 1 5 4 3 2 1 
F 裁判所 。4 3 2 1 5 4 3 2 1 
G. マスメディア 。4 3 2 1 5 4 3 Z 
日. 世論 5 4 3 2 1 「叶 4 3 2 1 
I‘国際機関 5 4 3 2 1 5 4 3 2 1 
023. あなたの団体は、国や自治体の政策に、どのくらい満足していますか。政
治全般とあなたの団体の活動分野のそれぞれについてお答えください。

























政治 関心の 政治 関心の
















L 宗教関体 Y. I主!際機関
M..λ!町内会・自治会 Z. タト閣の鴎{本




非常に文f史的 'j' :lL 非常に協i務的
※点数をご記入くださし、
A.農林漁業団体 N 首相官・邸
1ヨ 経済・業界団体 0 与党
C.労{動1]体 P.野党
D 教育i主体 Q 都道府県
E 行政関係団体 R 市町村
F 福祉j主H本 S 裁4'IJBf
G'.専門家i遺体 T 警察
日政治団体 U 大企業
r. 'm民団体 V マスメディア
学術・文化団体 W. 暴力団
K 趣味・スポーツ団体 X.外国政Hす
L 宗教団体 Y. 1まJ!際機関






























6. そのイ也 ( 
032. あなたの団体は、選挙に際して、次にあげる活動をどのくらい行いますか。
障政選挙と地方選挙のそれぞれの現在と 10年前について、お答えください。
: 5.非常に頻繁 4.かなり頻繁 :'3.ある韓度 2.あまりない 1.まったくない
[l詣政選挙] 10年前
'5" 4 3 2: エ
5 4 3 2 l 
5 ¥4 3 2 エ
5 4 3 2 1 
5 4: 3 2 工
5 4 3 2 1 
F.選挙区での候補者退出に関与151413121111514131211








: 5.非常に頻繁 4.かなり頻繁 3.ある程度 2.あまりない 1.まったくない ， 
A.与党との接触(寵話、会見など) 5 4 3 2 
B 野党との接触(電話、会見など) 5 4 3 2 1 
C.中央省、JTとの接触(電話、会見など〉 5 4 3 2 1 
D 自治体との接触(電話、会見など) 5 4 3 2 1 
E.政党や行政lと発言力をもうλとの接触 5 4 3 2 
F. 政党や行政の法案作成の支援 S 4 :ヨ 2 1 
G.技術的対〆専門的情報や知識の提供 5 4 3 2 1 
I-I. /そブリック・コメント 5 4 3 2 1 
1. 手紙、ょ電う会話員吋震子メーノレなどで樹jきか
げる に要請 5 4 3 
2 1 
j 請願のための署名 5 4 3 2 
K.集委への参加 5 4 3 2 1 
L 直接的行動(デモ、ストライキなど) 5 4 3 2 1 
M.マメ;;.デ、ィアへの情報提供 5 4生 3 2 1 
N 記者会見による立場表明 5 4 3 2 1 
();.意昆広告の掲載〈テレピ、新聞、雑誌〉 5 4. 3 2 1 
















: 5非常に頗繁 4かなり頗繁 3ある経度 2あまりない 工まったくない s 
ゲスドを活用している
038 あなたの団体では、次にあげる項目にどのくらいあてはまりますか。
:5非常によくあてはまる 4あてはまる 3ある程度 i 
: 2.あまりあてはまらない 1.まったくあてはまらない


































f 長上で設問は終わりです。ご協力ありがとうございました。 : 
: 。調査結果報告を希望される!車体は、お手数ですが、お送りした封筒のあて先 ! 
l にあります山番号をご記入ください。問答内容と JD番号を照合することは i 
! 決しでありません。 I_. I 

















































付録3 ~支 i討の活用状況 367 
{司会ま3 i設IlJiの治j有状況 0・・・その設で主として活用した設f1 0・・・その君主で活用した設問
li'i't 2.1市 3費生 1* 5 苦言 6市: 71粧 81l: 9理主 10費生 1 滋 121乾 13 重注 14建E 15 f，註
Ql 。。。 。 。
Q2 。 。。 。。。
Q3 。 。 。。
Q4 。。。。 。。。
Q5 。。 。。匂r、J 。
QG 。
Q7 。。。。。。。。。。。。。。。
Q8 。。 。 。
Q9 。。。
QlO 。 。 。 。。
Qll 。 〔コ 。 。o 。。。。 。
Q12 。 。 。 。
Q13 。
Q1<1 。。 。 。。
Q15 {。 。 。。





Q21 込口、り 。 。
Q22 。 。
Q23 。
Q24 。 。 。
Q25 。
Q2G 。 。。。





Q32 。。 g 〆、:)
Q33 。
Q34 。 。 。 。






Q41 。。。。 。 。 。 。
Q42 。
Q4:3 。
Q44 。 。 。
補Ql 。
補Q2 。
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Yutaka TSUJINAKA and Hiroki MORI eds. Political Functions o.lSocial 
Orgαnizαtions in Contempr)rm)J .Japαn: Faces ojJn/erest Group and those ofCivil 
Societv 
Countless organizations and associations exist in the modern society in which we live 
These organizations and associations can be broadly divided into the following four 
categories: Government， the market (profit-making enterprises)， the family (people's 
personal and close relationships)， and civil society. At the beginning ofthe 21st century， 
the fourth category， civil society， isattracting a great deal of attention. 
What is the cun‘ent state of civil society? JI1 order to explore this questionちfrom2006 
to 2007， our research team conducted the first nationwide survey in Japan of civil 
society organizations based on empirical science methods. This book is the repOli of 
that survey. Based on more than 90，000 organizations listed in the telephone directory 
under the heading of“Unions and Associations，" the survey was administered by post to 
a sample of 15，791 organizations. Our survey attempted to explore the cunent status of 
Japan's civil society organizations and interest groups. 1n describing the current reality 
of the organization wor1d， we identified four rnain focal points encornpassing 
organizational categoriesラtenitorialspheres of activityちmicro，rneso， and macro 
methodological distinctions， and social and political processes. 
The main日ndingsin this book are as fo11ows. With regard to organizational features 
in the social process， inlooking at the results from an internationaJly comparative 
perspective， itis clear that the formative years of Japan's civil society took place after 
World War n through the 1960s， with only marginal evidence ofthe“associational 
revolution" of the early 1990s that was observed throughout the world. Moreover， there 
are many organizations in the profit sector such as labor， agriculture， and 
business-orIented organizations. Concerning resources， small numbers of organizational 
employees are aおrthercharacteristic feature 
With regard to the political process， remnants of the former structure identified in 
JIGS 1 (First Japan Interest Group Study， 1997) stil remain， and， basically， this structure 
has been confirmed in HGS2 (Second Japan Interest Group Study， 2006-07) just before 
the 2009 regime shi立 Morespecifically， there is a great deal of contact between 
organizations and the executIve branch， and the mutual1y dependent network between 
them has been maintained. One key feature is the leadership role of the bureaucracy. 11 
terms of contact v引hpolitical parties， the structure of the one“party dominance of the 
LDP (Liberal Democratic Party) continues in a somewhat weakened manner. Even wIth 
370 
regard to lobbying， the pro日tsector and the sector of “policy takers" l11ake appeals to 
the ruling party and the governl11ent， yet labor organizations and civil society 
organizations del110nstrate a trend of approaching the opposition parties and those 
outside the political pr・ocesssuch as media. 
However， indications of t1ux and change in the former structure are seen throughout 
the JIGS2 data. 1n the organization-governl11ent relationship， our findings confirmed 
that at the local govenm1ent level， citizens' groups are participating to a certain extent in 
the political process. Fmihermore， inthe organization-political party relationship， it
appears that there is a trend toward the recent two-party system phenomenon. Lobbying 
the ruling pa倒rtyand the centra叫計1goveω町enη.nme引n吠tand rec∞ogni凶tionof t出h潟悶e白irsub切Ije氏ctiveinf臼luence
a飢rea計Js叩otrends tωowa凱rdむsequa討li立za杭tiωonoft出hedifferent categories of groups that have 
developed. 1n addition， there are indications that even in interest group politics， local 
government and the mass media play important roles. 
The 2009 regil11e change in govemment has been accol11panied by changes in the 
relationship between politicians and the bureaucracy， and has fUliher combined with a 
shi日ttowards a New Form ofPublic Sector with its emphasis on the leading role ofnew 
types of civil society organizations. From this point onwards， it is also expected that 
civil society organizations and the world of interest groups will aJso be transforl11ed. 1n 
the future， asour survey continues， it is necessary to substantiate the actual state of the 
civil society organization world. 
Given limitations in the body of research conceming civil society and interest groups， 
a descriptive 合ameworkthat depicts the actual state of organizations has not been 
evident. To address this， JIGS 1 and JIGS2， two surveys Ul1deIiaken at distinct points in 
time， have offered a birds'-eye view ofthe organizational world and have yielded new 
discoveries that allow us to construct a broad canvas (general theory). As such， inthis 
book， we continue to revive the empirical traditions of the productiveness of“social 
group" viewpoints that have penetrated research into civil society and interest groups as 
well as the group research of post-war (1950s and 1960s) political science in Japan that 
is often overlooked， aswell as modernize trends in group theory proposed in American 
political science. As a result， we believe that this study has created a base for 
comprehensive empirical research with the possibility of constructing new theoretical 
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